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 要  旨 
航空路管制業務は，主に航空路を飛行する航空機に対し，空港等を除く全ての空域を分割したセクタ
ーという単位で管制業務を行っている．業務を行う管制卓にはレーダー対空席・調整席と呼ばれる 2席
があり，航空管制官（以下，管制官）は 2 人 1組で業務につく．レーダー画面を見て現在の交通状況を
把握し管制処理を考え実行する対空席の業務に対し，調整席の業務は，レーダー画面に映る前の段階で，
運航票の情報をもとに交通状況を予測する．しかし，調整席の訓練では，交通状況の予測方法や処理戦
略の立て方，入域予定機の交通流の作り方などに関しては各管制官の状況に応じた判断によらざるを得
ないため，明確な指針や要領が定まっておらず，訓練監督者自身の経験から『より良い』と思う方法を
訓練生に教えることが多い．訓練生は複数の訓練監督者の下で訓練を積むため，監督者によって伝承内
容が異なる場合には，訓練生は理解に時間を費やすことになり，混乱を生じる． 
本研究ではこの問題を解決するため，調整席の業務のうち管制承認の発出等のようなルーティンワー
ク以外の，これまでマニュアル化が困難とされてきた交通状況の予測方法や処理戦略の立て方，入域予
定機の交通流の作り方などに関するガイドラインを作成し，効率的で体系的な調整席の訓練方法を提案
する．ガイドライン作成の手順は以下である． 
まず，処理戦略の立て方や交通流の作り方に関して典型的かつ重要な要素を多く含んでいると判断し
た現場観察データを参考にして，調整内容・時期に関するインタビュー調査を複数の管制官に対して実
施した．インタビュー調査で得られた調整内容・時期によってパターンに分け，それぞれシナリオを作
成した．次に，各シナリオに対し対空席の処理を行い，管制処理プロセス可視化ツール COMPASi を用
いて処理結果の可視化グラフを比較することによって，調整内容・時期の違いが対空席の業務負荷にど
のように影響するかを検証した．さらに，調整内容・時期のパターンを対空席の業務負荷低減度順に
STEP 分けするとともに，管制処理プロセスの分析から調整業務の考え方のポイントを洗い出した．こ
のように，調整のパターンごとに対空席の業務負荷と管制処理プロセスを比較し，分析した結果をふま
え，ガイドラインを作成した．本ガイドラインは 6STEP から構成され，その特徴は，将来的に自セク
ター内で生じる干渉関係とその変化を，調整席が入域までにどの程度まで的確に，どこまで先を予測で
きるかを基準に段階を設定していることである．また，提案したガイドラインの妥当性についても評価
した．本ガイドラインは，OJT 中に訓練生が行った調整に対して訓練監督者が講評をする際に活用する
ことを目的としたものである． 
2 
 
平成 27 年度修士論文 
 
 
航空路管制業務におけるチーム協調作業分析に
基づく訓練指導用ガイドラインの提案 
 
 
 
 
 
 
電気通信大学 
大学院情報システム学研究科 社会知能情報学専攻 
 
 
 
 
 
学 籍 番 号：1451024 
氏 名：野崎 麻見 
主任指導教員：田中 健次 教授 
指 導 教 員：鈴木 和幸 教授 
指 導 教 員：宮地 由芽子 客員准教授 
提出年月日：平成 28 年 1 月 28 日（木） 
3 
 
目次 
第1章 序論        3 
1.1 管制業務について                                 3 
1.2 航空路管制業務について                                    6                                     
1.2.1 管制間隔の設定                                  7 
1.2.2 レーダー対空席と調整席                8 
1.2.3 調整席の業務内容                                       9 
1.3 航空路管制における調整席訓練の現状       11 
1.4 研究目的と意義                                             12 
1.5 本論文の構成                                                12 
第2章 関連研究       13 
 2.1 管制処理プロセスの可視化に関する研究             13 
2.2 航空路管制業務におけるチーム協調作業に関する研究             16 
 2.3 ガイドライン構築へのアプローチ     18 
第3章 航空管制官へのインタビュー調査     19 
3.1 調査の目的                                                   19 
 3.2 調査内容                                                    19 
  3.2.1 参考にした現場観察データ                                 19 
  3.2.2 インタビューで使用する空域について                      19 
  3.2.3 COMPASi のシナリオ設定                                 21 
  3.2.4 インタビュー調査対象・内容                                25 
 3.3 調査結果と考察                                           28 
  3.3.1 設定場面 1                       28 
  3.3.2 設定場面 2                                                31 
  3.3.3 設定場面 3                                               33 
  3.3.4  設定場面以外                                              35 
第4章 COMPASi によるシミュレーション実験    37 
4.1 実験の目的                         37 
 4.2 実験内容                                                 37 
  4.2.1 実験対象       37 
  4.2.2 シミュレーション実験環境                 37 
   4.2.3 インタビュー調査による調整パターン別シナリオ設定      39 
 4.3 実験結果                                                    41 
 4.4 考察                                                        51 
  4.4.1 可視化グラフからの考察                                  51 
4 
 
  4.4.2 管制処理プロセス観察からの考察                         57  
第5章 調整席訓練に有用なガイドラインの提案    67 
 5.1 ガイドラインの概要       67 
 5.2 ガイドラインの評価       70 
 5.3 ガイドラインの活用方法       74 
第6章 結論         75 
謝辞          77 
参考文献         78 
  
5 
 
第1章 序論 
 
 航空路管制業務は，主に航空路を飛行する航空機に対して管制を行う業務であり，空
港や制限空域を除くすべてのエリアを管轄し，空域をいくつものセクターに分割して管
制業務を行っている．航空路管制業務を行う管制卓にはレーダー対空席・調整席と呼ば
れる 2 席があり，航空管制官（以下，管制官）は 2 人 1 組で業務にあたっている．対空
席はレーダー画面により航空機の監視を行い，パイロットに指示・許可を与える．それ
に対し調整席は，対空席の処理能力，取り得る処理戦術，ワークロードを予測し，入域
予定機の情報をあらかじめ取得，入域後の交通状況を予測し戦略を立てる．これらの予
測に基づき他空域の管制官と事前に調整を行う． 
 本研究では，調整席のこのような業務について訓練をする際の指針やガイドラインに
相当するものは定まっておらず，訓練監督者個々の口頭によるスキル伝承により現場で
実践を積まざるを得ない現状に着目した．この現状を改善するため，調整席訓練におい
て現場での OJT(On the Job Training)を行う前に，教える側の訓練監督者間での統一
された指針やガイドラインを利用した模擬的な訓練を行うことを本研究で提案したい．
これまでマニュアル化が困難とされてきた調整席の業務に関するガイドラインを作成
し，効率的で体系的な調整席の訓練方法を提案することが研究目的である． 
 本章ではまず管制業務についての説明を行い，本研究で焦点を当てた航空路管制業務
と調整席の業務について述べる． 
 
1.1. 管制業務について 
 航空機による航空交通には，自動車や鉄道などの陸上交通や船舶による海上交通と比
較した場合，以下の特徴がある． 
 
 前後左右に加え，上下の空間（3 次元）を飛行する 
 一般的なジェット旅客機では時速 800km 前後という速度で飛行しており，パイロ
ットの目視による視界確保には限界がある 
 安全確保のための速度の極端な増減あるいは空中停止ができない 
 大気中を飛行することから，雲，降水，風や気圧の変動といった気象現象の影響を
受けやすい 
 滑走路施設や地上の障害物（山，人工構造物）の関係から，離着陸できる場所が限
定される 
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 航空機が安全に秩序正しく，かつ効率的に運航するため，個々の航空機のパイロット
へこれらの実現をすべて委ねるには限界があり，何らかの外部支援が必要となる．これ
が「航空保安業務」であり，国土交通省航空局の航空保安職員が中心となって業務を行
っている．なお，この航空保安業務を含む日本の航空管制は国際民間航空機関(ICAO)の
条約に則って行われている．ICAO では条約においてこれらの業務を航空交通業務(Air 
Traffic Service = ATS)と呼称し，以下の目的が明記されている1． 
 
 航空交通業務の目的 
① 航空機の相互衝突を防止すること 
② 飛行場走行区域内にある障害物と航空機との衝突を防止すること 
③ 航空交通の秩序ある流れを維持，促進すること 
④ 安全かつ効率的な飛行に有用な助言及び情報を提供すること 
⑤ 捜索救難の援助を必要とする航空機について適当な機関に通知すること，そし
て必要な場合はその機関の援助をすること 
 
これらの航空交通業務はその内容によって 3 つに分類されており，上記①～③は航
空交通管制業務，④は飛行情報業務，⑤は緊急業務とされている．さらに，航空交通
管制業務①～③を達成するために大きく分けて A)～F)の 6 種類の業務が存在してい
る．ある航空機の離陸から着陸に至るまでを例にとった，管制機関の飛行機に対する
業務提供について下図に示す（図 1）． 
 
 
図 1 航空交通管制業務の種類[1] 
 
 
                                                   
1 航空管制協会，1999 
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A) 航空交通管理管制業務 
空域の適正な利用及び安全かつ円滑な航空交通の確保のために，空域の有効利用に
関する関係機関との調整，計器飛行方式で飛行しようとする航空機に対する飛行計
画の承認及び航空交通流の調節を目的とした出発時刻に係る指示等を行う業務 
B) 航空路管制業務 
空港周辺の空域を除く，福岡 FIR2(Flight Information Region:飛行情報区)内の航
空路等を IFR3(Instrument Flight Rule:計器飛行方式)で飛行する航空機に対し，飛
行経路，高度，飛行の方式等の指示を行う業務 
C) 進入管制業務 
主として進入管制区内を IFR で飛行する航空機に対し，進入・出発の順序，経路及
び上昇・降下の指示又は進入の待機指示等を行う業務 
D) ターミナル・レーダー管制業務 
空港監視レーダーを用いて行う進入管制業務 
E) 飛行場管制業務 
飛行場を離着陸する航空機に対し，離着陸順序，時機等を指示する業務 
F) 着陸誘導管制業務 
着陸する航空機に対し，精測進入レーダー又は空港監視レーダーを用いて経路と高
さを指示して誘導を行う業務 
 
 航空管制業務は，以上のような管制業務がそれぞれ連携しながら状況に合わせて航空
機を出発地から目的地まで誘導を行っている． 
  
                                                   
2 ICAO により設定された航空機の航行に必要な各種情報の提供又は捜索救難活動が行わ
れる空域． 
3 航空法第 2 条代 14 項で定められた計器のみで行う飛行で，常時，管制官の指示に従っ
て行う飛行方式． 
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1.2. 航空路管制業務について  
 前節で述べたように，航空管制にはいくつかの業務の種類がある．本研究では，その
中の一つ，航空路管制業務（前節の B））を研究対象とする． 
 航空路管制業務は，主に航空路を飛行する航空機に対して管制を行う．また，航空路
管制業務は空港や制限空域を除くすべてのエリアを管轄し，空域をいくつものセクター
に分割して管制業務を行っている．図 2 は，日本の航空路のセクター構成を示したもの
である．この図が示す通り，日本の航空路管制業務は，各セクターを，札幌，東京，福
岡，那覇の 4 つの航空交通管制部に割り当て管轄している． 
 
 
図 2 航空路管制業務におけるセクター管轄空域の構成[1] 
 
 航空路管制業務では主にレーダー管制を行っている．管制官はレーダー画面から航空
機の位置情報を得て，他機との位置関係を把握する．また，運航票から各航空機の飛行
計画に関する情報を取得する．それらの情報をもとに総合的に管制処理を判断し，対空
通信によってパイロットへ指示，許可等を発出する．前のセクターから自セクターに入
域してきた航空機それぞれに対し必要な管制処理を行い，処理が済んだ時点で次のセク
ターに業務の引継ぎを行い，航空機を自セクターから出域させる．なお，管制処理はセ
クター間での業務引継ぎに関する規程（高度・水平間隔等）にしたがって行う． 
  
9 
 
1.2.1. 管制間隔の設定 
 航空機同士の衝突予防のために，縦間隔，横間隔，垂直間隔，それぞれの保護空域の
定義が決められている．航空路管制業務においては主にレーダー管制を行っているが，
一部の空域ではレーダーを使用しないノンレーダー管制が行われている． 
ノンレーダー管制の場合の定義は，次のようになる．縦間隔は，同高度で飛行中の航
空機の場合，国内空域では 10 分間の飛行時間間隔とされ，洋上では原則 15 分とされ
ている．また，横間隔は片側 4～5NM が保護空域とされている．垂直間隔は，国内を
IFR で飛行する航空機で FL290 以下の場合 1000ft，FL290 以上の場合 2000ft とされ
ている． 
 一方，レーダー管制の場合の定義は，水平間隔ではターゲット間の間隔で 5NM 以上
の間隔と定義されている．垂直間隔に関してはノンレーダー管制の場合と同様の定義と
なる．ただし，RVSM(Reduce Vertical Separation Minimum： 短縮垂直間隔)方式が
適用される場合は，FL280 以上であっても 1000ft 間隔でよいとされている．日本国内
では RVSM 方式が導入され，垂直間隔はすべて 1000ft 間隔で行われている．航空機に
割り当てられる高度は図 3 のように，飛行方向が「西行き」又は「東行き」によって分
けられている． 
 
図 3 IFR 機に対する高度割り当て[1] 
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1.2.2. レーダー対空席と調整席 
 航空路管制業務で使用される管制卓にはレーダー対空席（以下，対空席）と調整席と
呼ばれる 2 席があり，管制官は通常 2 人 1 組で業務にあたっている（図 4）．対空席の
主な業務は，前節で述べた航空機相互間の管制間隔を常時維持できるように，航空機の
パイロットに無線通信を使って管制指示・許可を与えることである．管制官は，監視し
ているレーダー画面上によって，対空席の指示・許可に応じてパイロットが行った操作
による航空機の状態変化を把握することが出来る． 
 調整席は，航空機が担当する管轄空域に入域する前に，対空席が管制処理をしやすい
ように「お膳立て」をする管制官といえる．管制処理規程上では，管轄空域の業務を主
導し，主にレーダー業務に関する関係機関との連絡調整および対空席の業務支援を行う
と定められている．調整席はまず，プランニング開始時点での対空席の処理能力，取り
得る処理戦術，ワークロードを予測する．次に，入域予定機の情報を運航票（図 5）に
よりあらかじめ取得し，入域後の交通状況を予測し戦略を立てる．これらの予測に基づ
き他空域の管制官と事前に打ち合わせを行い，必要に応じて調整を行う． 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
図 4 2 人 1 組で業務を行う管制卓の様子[2] 
（左：対空席 右：調整席） 
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図 5  調整席が使用する運航票（例）[2] 
 
1.2.3. 調整席の業務内容 
 運用方法について定められた規程によると，調整業務に関して次のように規程されて
いる．調整席が行う連絡調整については，セクター内，セクター間（統括管制席を含む），
隣接管制区管制所，到着事項に係るターミナル管制所とこれを行うことと明記されてい
る．また，レーダー対空席が行う業務に係る事項については，レーダー対空席が行う通
信操作の同時聴取，レーダー識別の維持及び移送，レーダー管制下機と非レーダー管制
下機間の管制間隔の判断，管制機器等の入力操作，運航票記載及び記載事項の更新につ
いての確認及び補完を行うことと明記されている． 
 調整席の主な業務内容である対空席の業務支援は具体的には，対空席とパイロットと
の対空通信を同時聴取することである．そして単に通信を聴取するだけでなく，通信内
容やレーダー業務を提供できない航空機との管制間隔設定についての確認や補完を行
っている．しかも，調整席はこのような対空席の業務支援と併せて，その時々のレーダ
ー画面上の交通状況に対し対空席と同じように管制間隔設定の方法を考え，対空席が意
図している処理方法を予測・理解した上で，将来の交通状況を予測し，必要な連絡調整
を行う必要がある．また，対空席の対空通信を邪魔することなく，対空通信を同時聴取
しながら合間を縫って対空席への情報提供を行い，意思疎通を図っている． 
 また，関係機関との連絡調整も調整席の重要な業務である．隣接空域の管制機関やセ
クター相互間には，セクター境界線を越える際の高度・管制間隔等の航空機の状態に関
12 
 
して，様々な規程が定められている．自管制下にある航空機を業務移管先との規程と異
なる状態で引継ぎたい場合，業務移管を行う側の調整席が，業務移管前にこのような状
況を予測し業務移管先の調整席に対し調整を行う．例としては，当該機の経路，高度，
速度を変更したい等が考えられる．調整を受けた側は，当該機が自管轄空域に入域する
頃の交通状況を予測して，その要求に対する許可・不許可を回答する． 
対空席が航空機に指示や許可を発出するのは原則として自管轄空域内とされている．
しかし，繁忙時や輻輳する交通状態になり得る空域などでは，自管轄空域出域までに行
うべき管制処理を自管轄空域内だけで完了することは困難であると調整席が判断した
場合，隣接空域において当該機の管制権を境界線より手前で移管してもらうことにより，
対空席が早めに当該機の管制処理を開始できるように調整を行う． 
このように，規程とは異なる状態で引き継ぎたい場合，調整席は必ず業務移管先の調
整席と調整を行っている．この調整席による調整業務は，安全で効率的な航空機相互間
の管制間隔維持を実現するため，規程内にとどまることなくその時の状況に応じて，必
要と予測される相手に滞りなく漏れなく行われる必要がある．この隣接空域との調整が
各管轄空域で達成されて初めて，安全かつ円滑に航空機の管制業務が引き継ぐことが出
来る．セクター内で対空席を主導する立場として調整席が位置づけられているのは，こ
れらの理由からであると考えられる． 
対空席が処理する交通状況は，調整席があらかじめ作り出していると言っても過言で
はない．それが前項で述べた，調整席は「お膳立て」を行う管制官，と表現した理由で
ある．特に，交通量の多い時間帯や空域，気象状況が悪化している場合などでは，対空
通信の通信量など業務負荷を考慮して対空席の処理しやすい交通状況を能動的に作る
ことが調整席には求められる．調整席は確実に，入域前の航空機の状態を把握し，将来
の交通状況の予測を行う能力が必要である． 
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1.3. 航空路管制における調整席訓練の現状 
 レーダー画面を見て現在の交通状況を把握し，管制処理を考え実行する対空席の業務
に対し，レーダー画面に映る前の段階で，運航票の情報をもとに頭の中で三次元空間を
作り交通状況を予測する調整席の業務は，対空席よりも難度が高い業務であると言われ
ている． 
また，調整席の業務は，他管制席との連絡調整だけにとどまらず，同時に対空席の対
空通信を聴取しながら調整による変更内容などを的確に対空席へ伝えなければならな
い．つまり，調整席の業務はマルチタスクであり，義務とされている業務範囲や内容が
不明確であるためマニュアル化が困難とされている．しかし，このようにセクターを牽
引する主導的かつ周囲との協調的役割を担う調整席の業務は，対空席の管制処理パフォ
ーマンスに大きく影響を与えるものであり，管制官の訓練において訓練生がしっかりと
身につけなければならないスキルである． 
しかしながら，調整席の訓練は対空席と異なり，模擬的な訓練をする環境設定がかな
り困難であるため，現場での OJT に依存せざるを得ないのが現状である．調整席の業
務内容の中でも，規程に記されている管制承認の発出や他管制席との調整事項は一種の
定型的な業務であると言え，訓練生にとっても分かりやすい部分である．しかし，それ
以外の交通状況の予測方法や処理戦略の立て方，入域予定機の交通流の作り方などに関
しては，多様な交通流を扱う航空管制業務においては各管制官の状況に応じた判断によ
らざるを得ない．それゆえ，明確な指針や要領が定まっておらず，訓練監督者の判断に
基づいて必要と考える指導を行っていることとなる．訓練生は OJT で，先輩である訓
練監督者の主には口頭での技術伝承により，その知識やスキルを学び，現場で実践を積
むことになるが，実務経験のない訓練生にとっては，直面した交通状況の何に着目して，
どのように考え何をどの時期に行うかを理解することは困難な場合が少なくない．また，
訓練生は複数の訓練監督者の下で訓練を積むことになるが，各訓練監督者は，自身の経
験に基づいて『より良い』と考える方法を訓練生に教えることが多い．管制業務におい
ては，必ずしも最適な方法が一つあるわけではなく，重要視するポイントによって複数
の適切な処理方法が存在するものであり，各訓練監督者の伝承内容はそれぞれに合理的
なものである．しかしながら，現場経験を持たない訓練生が直ちにそのことを理解する
ことは困難であると言え，訓練監督者によって伝承内容が異なることが訓練生の混乱の
原因となったり，訓練の長期化の一因となる可能性も否定できない． 
既述のとおり，調整席の業務は，対空席の管制処理パフォーマンスに大きく影響を与
えるものであり，対空席のヒューマンエラーの未然防止等による安全性向上や，管制官
養成訓練期間の効率化を図る上で，調整席の訓練の体系化・標準化は重要なポイントで
あると考えられる．  
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1.4. 研究目的と意義 
 本研究では，これまでマニュアル化が困難とされた調整席の業務に関するガイドライ
ンを作成し，効率的で体系的な調整席の訓練方法を提案することが目的である．マニュ
アル化が困難な調整席の業務とは，前節で述べたように，調整席の業務のうち管制承認
の発出等のようなルーティンワーク以外の，交通状況の予測方法や処理戦略の立て方，
入域予定機の交通流の作り方などに関する調整業務を対象とする． 
また，このガイドラインは訓練生に対して見せるだけのマニュアルのようなものでは
なく，訓練生を教える側の訓練監督者が OJT 等において活用できる指針であるべきと
考える．これまでは，訓練監督者自身が体得したスキルを口頭伝承するという教え方を
メインに行ってきた調整席の訓練について，訓練生のレベルと訓練内容に関して共通認
識を持つことで，訓練監督者が培ってきたスキルをより理論的，体系的に訓練生に対し
て示すことができ，時間的にも訓練内容の理解度にも効率化を図ることが可能になるの
ではないかと考える． 
 
1.5. 本論文の構成 
本論文の構成は以下のとおりである． 
第 2 章では，航空路管制業務における管制処理のプロセスや，航空路管制業務で特徴
的な 2 人 1 組によるチーム協調作業に関する先行研究について述べた後，ガイドライ
ン構築のためのアプローチ方法を説明する．第 3 章では，ガイドライン作成のために，
対空席の業務負荷に影響を与え得る調整席の調整内容とタイミングを洗い出すため，管
制官へのインタビュー調査を行った結果について述べる．第 4 章では，インタビュー調
査結果を受けて，COMPASi によるシミュレーション実験を行った結果を示す．第 5 章
では，実験によって得られた結果をもとに調整席の訓練ガイドラインを提案すると共に，
その妥当性評価を行う．また，本ガイドラインの活用方法を提案する．第 6 章では本研
究をまとめる． 
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第2章 関連研究 
 
2.1. 管制処理プロセスの可視化に関する研究 
 狩川ら[3]は，管制業務には状況の変化に関する不確実性やパイロットとのコミュニ
ケーションエラーによる認識の齟齬，過大なワークロード等の潜在的リスク要因が本質
的に内包されており，管制官はその顕在化を防止しながら業務を遂行しているといえ，
潜在的リスク要因自体の最小化が，管制官の負担軽減とより安全性の高い航空管制を実
現する上で重要なポイントの一つであると述べている．このような観点から管制官訓練
において，従来の実践的な教育・訓練方法に加えて，多用な状況における様々な戦術の
メリット・デメリットについて確実性や戦略的安全裕度の観点から事前に吟味し，判断
のポイントを効率的・体系的に学ぶ新たな教育プログラムの開発が重要であるとしてい
る．そのような教育プログラムの支援ツール実現に向けた基盤として，管制官の認知的
タスクを可視化する管制官認知シミュレーションモデルの開発を行っている．その第 1
歩として，参考文献[3]では，管制官が実際に行っている状況に応じた柔軟なタスクの優
先順位付けと実行をシミュレーションするために，Multi-Agent Simulation(MAS)をベ
ースにした認知シミュレーション手法の設計と実装を行った． 
また青山ら[4][5]は，管制官訓練における重要な課題である管制パフォーマンス評価
に関する新たな評価指標である「タスクレベル」を提案している．これは，管制官が航
空交通に対して行う必要のある管制処理について，その困難度により 4 段階のレベル(1
～4)に分類したものである．青山らは，タスクレベルの時系列的な変化により，管制処
理の内容を質および量の両面から評価した管制業務のワークロード及び管制官のパフ
ォーマンスを視覚的に表したタスクレベルの遷移図を CAPS(Chart of ATC task 
Processing State)と名付けた．タスクレベルは，レベル分けを更に細分化することによ
って管制官の処理状況やその変化をより明確に記述可能としたバージョンが現在提案
されている（表 1）． 
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表 1 タスクレベルの定義[6] 
 
              
  
 
 
 
 
 
 
 
 
また，狩川ら[7]は，熟練した管制官によって行われる高度な認知タスクについて，管
制官自身が自ら言語的に説明することが困難である点を指摘し，管制業務パフォーマン
スや管制官のワークロードを認知的側面から可視化・分析する方法を検討，それを訓練
生の教育・訓練支援ツールに活用することを提案した．そこで，先に挙げた管制官認知
シミュレーションモデルを基盤として，Cognitive Model for simulating Proactive 
behaviors of Air Traffic controller in dynamic Situations in interactive 
mode(COMPASi)を開発し，その評価と応用に向けた研究を進めている． 
COMPASi は，国立研究開発法人 電子航法研究所，東京大学，東北大学の共同研究
により開発された，対空席の管制処理過程とその継続性・変化を航空機ごとに時系列で
可視化することのできるツールである（図 6）． 
 
 
図 6 管制処理プロセス可視化ツールの概念図[8] 
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管制パフォーマンス評価に関する新たな評価指標である CAPS のタスクレベル（表
1）により，管制処理の内容を質および量の両面から評価した管制業務のワークロード
及び管制官のパフォーマンスを視覚的に表すことが出来る．タスクレベル設定は各航
空機についてのレベルを表しているが，それはすなわち対空席が処理しなければなら
ないタスクと言えるので，対空席の業務負荷と考えられる． 
対空席の管制処理や交通状況等により，時間と共にグラフの色が遷移していく（図
7）．赤色系は他機との干渉関係を解消するタスクを，青・緑色系は他機との干渉関係
がない状況におけるルーティンのタスク（規程により定められた移管高度へ上昇又は
降下させるなど）を示すため，後者の色が多いほど対空席は難度の低いタスクのみと
なり，業務負荷は小さくなることが期待できる． 
 
 
図 7 各航空機のタスクレベルをグラフ化した一例 
 
 狩川ら[9]は，COMPASi の活用方法として，ある実験用シナリオに対して相対的に
合理的でない処理プロセスと，より合理的な処理プロセスとの比較を行うための実験
を行い，COMPASi を用いて管制処理プロセスの差異が処理結果に与える影響の可視
化を試みた．管制指示発出のタイミングや管制処理完了時刻等の差異に着目し，可視
化結果のグラフを用いてその整合性を検証し，併せて現役の管制官の見解から可視化
結果の妥当性を確認した．COMPASi を用いたこのような分析的研究は継続的に行わ
れている（図 8）． 
 本節で述べてきたように，対空席のパフォーマンス評価や業務負荷に関する実験は
多く行われているが，調整席の業務に関するそれらは未だ検証されていない． 
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図 8 可視化結果の一例 
 
2.2. 航空路管制業務におけるチーム協調作業に関する研究 
 調整席の業務に関する研究も，対空席とのチーム協調という文脈で少数ながら行われ
ている．空地ら[10]は，管制業務におけるヒューマンエラー防止が重要な課題であるが，
管制業務の認知的側面にまで踏み込んだ科学的知見が未だ十分に得られておらず，また，
パフォーマンス評価について一貫性のある基準が確立されていないことを指摘してい
る．そこで，東京航空交通管制部にてセクター内での対空席と調整席のコミュニケーシ
ョンや各々の業務に関する現場観察を行い，そのデータを分析し，航空路管制業務にお
ける管制官のチーム協調作業に関わる認知プロセスのモデル化を行った．その結果，発
話コミュニケーションによってチーム状況認識の共有と具体化が積極的に行われるこ
と，状況認識さえ成立してしまえば，その状況に対する意思決定はほぼ自動的に決まっ
てしまう『自然派的意思決定』モデルが成立していることが示された． 
 また，青山ら[11]は，管制業務はその業務性質上，状況変化に対応しながら安全性と
生産性を両立させる能力『レジリエンス』が特に必要だと述べている．しかし，航空路
管制業務のように 2 名体制で行われている業務での，対空席と調整席両者の管制官チー
ムによる適応的な業務遂行のプロセスに着目した安全研究が非常に少ないことを指摘
している．そこで，変化する航空交通状況に応じて行われる管制官チームのチーム協調
による管制業務プロセスの可視化を提案している． 
 まず，CAPS をベースとして，それに対する調整席業務の関係性を付加・可視化した
CAPS-T(CAPS for Tactical Controller)を開発し，空地ら[10]の研究と同様の現場デー
タを用いて，調整席がどのように対空席や他管制席と協調し対空席のパフォーマンスに
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どのような影響を与えているかを分析した（図 9）．その結果，調整席が繁忙とみられる
時間帯と対空席のワークロードが高い時間帯が異なっており，調整業務は，対空席が管
制処理を開始するまでに行われることが示された．また，調整席は周囲のセクター等と
互いに協調しながら，対空席のパフォーマンスを高めるための交通流の形成を能動的に
行っていることが可視化された． 
 
 
図 9 CAPS-T の一例[11] 
 
 これらの研究は，管制業務における管制官同士のコミュニケーションが状況に応じて
明示的でも非明示的にもなり得ること，また，その際の思考プロセスや認識共有を言語
的に説明することの難しさ故に，これまで体系的な可視化に至らなかったという問題を
解決するための画期的な足がかりであるといえる．しかしながら，特にチーム協調作業
を必須とする航空路管制業務において，実際に調整席がどのような調整をいつ行えば，
対空席の業務負荷を減らす結果につながるのか，調整席のパフォーマンスと対空席の
『処理のしやすさ』すなわち業務負荷との関係性にまではまだ踏み込んでいない． 
 
 関連研究のまとめは以下である． 
 先行研究では，多様な状況における様々な戦術のメリット・デメリットについて確
実性や戦略的安全裕度の観点から事前に吟味し，判断のポイントを効率的・体系的
に学ぶ新たな教育プログラムの開発のため，管制処理プロセス可視化ツール
COMPASi が開発されている．COMPASi を使用した対空席のパフォーマンス評価
や業務負荷に関する実験は多く行われているが，調整席の業務に関するそれらは未
だ行われていない[3,4,5,6,7,8,9]． 
 先行研究では，変化する航空交通状況に応じて行われる管制官チームのチーム協調
による管制業務プロセスの可視化を提案し，調整席がどのように対空席や他管制席
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と協調し対空席のパフォーマンスにどのような影響を与えているかを分析したが，
実際に調整席がどのような調整をいつ行えば，対空席の業務負荷を減らす結果につ
ながるのか，対空席の業務負荷との関係性にまではまだ踏み込んでいない[10,11]． 
 
先行研究においては，対空席の処理プロセス・戦略の差異が『処理のしやすさ』つ
まり業務負荷にどのように影響するかを検証するにとどまっている．しかしながら，2
人 1 組のチームで行う航空路管制業務においては，対空席自身だけでなく調整席のパ
フォーマンスによって対空席の業務負荷が大きく変容すると考えられる． 
そこで本研究では，航空路管制業務におけるチーム協調作業による効果を検証する
ため，調整席の調整内容とその調整時期の差異が対空席の業務負荷にどのように影響
するかを，COMPASi のシナリオを様々な調整パターンで作成し，実験を行う． 
 
2.3. ガイドライン構築へのアプローチ 
調整席の業務のうち，管制承認の発出等のようなルーティンワーク以外で，交通状
況の予測方法や処理戦略の立て方，入域予定機の交通流の作り方などに関する調整業
務を対象としたガイドラインを作成し，効率的で体系的な調整席の訓練方法を提案す
ることが本研究の目的である． 
 ガイドライン作成のために，調整席が行う調整の内容とその時期に着目し，あらかじ
め調整席が行う調整内容と時期によって対空席の業務負荷にどのような影響を与える
か，その比較を行う．そのためにまず，ある交通状況に例をとって，考えられ得る調整
席の調整内容とその時期を洗い出す必要がある．そこで，第 3 章では，過去の現場観察
データを参考に 3 つの場面を設定し，各場面においてどのような調整を行うか，いつ行
うか，理由など管制官に対しインタビュー調査を行う． 
第 4 章では，先行研究である管制処理プロセス可視化ツール COMPASi を使用し，
管制処理プロセスの差異が処理結果に与える影響の可視化を本研究において取り入れ
る．具体的には，インタビュー調査で得られた調整内容・時期をいくつかのパターンに
分け，場面ごとに COMPASi 上にシナリオを設定し，対空席として処理を行った場合の
可視化グラフを比較し，調整内容・時期の差が対空席の業務負荷にどのように影響する
かを検証する．それらを分析し，調整内容・時期のパターンを対空席の業務負荷低減度
順に STEP に分ける．また，対空席の業務負荷に差が出た場合の，調整席が調整内容と
その時期を判断する際にポイントとなる点を明らかにする． 
第 5 章では，その結果をもとに，プランニング方法や処理戦術の考え方，将来の交通
状況の予測等の訓練に関して，どのようなポイントを指針にして訓練を進めていけばよ
いのか，そのガイドラインの提案を行う．また，提案したガイドラインの妥当性評価を
行う．さらには，本ガイドラインの使用対象者と訓練における活用方法を提案する． 
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第3章 航空管制官へのインタビュー調査 
 
3.1. 調査の目的 
将来の交通状況の予測方法や処理戦略の立て方，入域予定機の交通流の作り方などに
関する調整席の業務を訓練生に教える際に有用なガイドライン作成のために，どのよう
な調整をいつ行えば，どのように対空席の業務負荷に影響を与えるのかを検証したい．
そのためにまず，ある交通状況を例にとって調整席の調整内容とそのタイミングを洗い
出す必要がある．そこで，ある交通状況に対してどのような戦略が考えられ，それに対
しどのような調整が必要と考えられ得るのかをみるため，過去に行われた現場観察デー
タを参考にして COMPASi 上にその空域を再現し，これまでに十分な調整席の現場経
験を積んできた管制官へのインタビュー調査を行った． 
 
3.2. 調査内容 
3.2.1. 参考にした現場観察データ 
2007 年 5 月 7～11 日に，東京航空交通管制部にて現場観察が行われた．交通量が比
較的多く，管制官にある程度の作業負荷がかかるような状態になる時間帯を選んで観察
が行われた．収集されたデータは，関東北セクター(T-03)という空域を担当する対空席
と調整席との会話，対空通信，調整，RDP ジャーナル，レーダー画面を記録したビデ
オ画像である．このセクターの特性や通常の交通流などに関しては次項で説明するが，
インタビュー調査に使用する空域としてこの関東北セクターを参考にしたのは，この現
場観察で見られた交通状況とそれに対する管制処理が，処理戦略の立て方や交通流の作
り方に関して典型的かつ重要な要素を多く含んでいると著者が判断したためである． 
 
3.2.2. インタビューで使用する空域について 
 関東北セクター(T-03)は，羽田空港・成田空港の北方に位置し，栃木県・茨城県・群
馬県・福島県付近の上空を管轄しているセクターである．セクターの面積としては，
120×120NM の広さがあり，通常のジェット機の場合，セクター入域から出域までの滞
在時間は十数分程度である．また，セクターの東側に自衛隊の訓練空域があるのも特徴
の一つである．関東北セクターにおける主な交通を表 2 に示す． 
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表 2 関東北セクターの主な交通流 
 羽田空港・成田空港から北方面への出発機・到着機 
 福島空港の出発機・到着機 
 仙台空港・山形空港の出発機・到着機 
 セクター内及び周辺エリアにある宇都宮，百里，横田，入間，厚木等の
各飛行場の出発機・到着機 
 セクターを東西方向に横切る通過機 
  
各航空機に対する管制処理内容は，隣接する他セクターや業務移管先である空港の進
入管制区との間でそれぞれ規程が取り決められている． 
 すべての航空機相互間に対し，他機との管制間隔（水平間隔 5NM または垂直間隔
1000ft）を常に確保しなければならないほか，このセクターの特性として挙げられる管
制処理が羽田空港・成田空港の到着機に関する管制間隔の設定である． 
 
まず，羽田空港の到着機に対しては以下の管制処理を行うこととされている．  
 
(1) 当該機前後の羽田到着機との間に 10NM の水平間隔を設定する 
(2) TLE というフィックス(図 10 参照)を 13000ft で通過するように降下指示を発出
する 
 
次に，成田空港の到着機に関しては以下の管制処理を行う． 
 
(1) 当該機前後の成田到着機との間に 10NM の水平間隔を設定する 
(2) MILKY あるいは GLAXY というフィックス（図 10 参照）を 15000ft で通過する
ように降下指示を発出する 
 
 羽田・成田空港到着機ともに，(1),(2)の管制処理目標を達成した上で，当該機をセク
ター境界線までに進入管制区である東京アプローチへ業務を移管する．これらの目標を
達成するために管制官が航空機に対して行う指示は，高度・経路（針路変更，先のポイ
ントへの直行）・速度である． 
23 
 
 
 
図 10 関東北セクター(T-03) 
 
 羽田空港・成田空港および仙台空港の出発機・到着機の通常飛行経路は，図 10 の左
下のようになっている．特徴的なのは，セクターのほぼ中心に位置する GOC という
フィックスにおいて，ほとんどの航空機の経路が集中している点である． 
 
3.2.3. COMPASi のシナリオ設定 
 4.2.1 で述べた関東北セクターの現場観察データを分析し，調整席が実際に行ってい
た調整の中で，特徴的かつ対空席のパフォーマンスに影響を与え得ると判断した場面
を 3 つ抽出した．抽出した 3 場面における交通状況を COMPASi 上で再現し，実際の
航空機の飛行経路を模したシナリオを設定した．また，各場面につき 1 シーンを録画
し，インタビュー調査に使用した． 
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(1) 設定場面 1 
 
1 つ目の設定場面を図 11 に示す．この場面の特徴は，連続して管轄セクターに入域
する到着機と出発機の経路が対面して飛行し，それぞれの航空機の高度を管制処理目
標に到達させる点である．羽田・成田到着機数機の管制間隔設定を行っている最中
に，これらと対面する経路で成田出発機(AZA787)が上がってきたというシチュエーシ
ョンである．ただし，当該機は成田出発管制席より 7000ft で業務移管を受ける．図
11 では，成田出発機のオリジナル飛行経路を赤矢印で示した． 
 
 
図 11 設定場面 1 のディスプレイ 
 
 ポイント 
羽田・成田到着機（高度降下）の間隔設定と成田出発機（高度上昇）との経路対
面 
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(2) 設定場面 2 
 
2 つ目の設定場面を図 12 に示す．この場面の特徴は，連続して管轄セクターに入域
する到着機と出発機の経路が同方向に重複し，GOC で収束していることである．羽
田・成田到着機が連続して管轄空域に入域すると同時に，これらの経路に合流し交差
するような経路で仙台空港から出発機(ANA736)が離陸し，巡航高度まで上昇させると
いうシチュエーションである．ただし，当該機は同時期に移管を受ける予定の
IBX3124 (22000ft)と垂直間隔をとるため，隣のセクターから 21000ft で業務移管を受
ける．図 12 では，仙台出発機の経路を赤矢印で示した．また，自管制下機の仙台到着
機(ANA367)は 15000ft の降下指示を発出後，隣のセクターに業務移管を行う． 
 
 
図 12 設定場面 2 のディスプレイ 
 
 ポイント 
羽田・成田到着機（高度降下）の間隔設定と仙台出発機（高度上昇）との経路収
束 
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(3) 設定場面 3 
 
3 つ目の設定場面を図 13 に示す．この場面では，羽田・成田到着機がこのまま飛行
を続けると規程に定められた間隔を設定できないと予測されるため，それぞれの空港
到着の順位付け，間隔設定の方法を意思決定する必要がある状況である． 
 
 
図 13 設定場面 3 のディスプレイ 
 
 ポイント 
対空席にとって高タスクである複数機の羽田・成田到着機の管制間隔設定 
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3.2.4. インタビュー調査対象・内容 
 インタビュー調査実施の詳細は以下である． 
【実施日】 6 月 8，12 日 
      7 月 24，28，31 日 
      8 月 17，18 日   （のべ 7 日間） 
【実施場所】国立開発法人 電子航法研究所  
および 国土交通省 航空保安大学校岩沼研修センター 
【対象者】 航空路管制業務経験のある管制官 
【人数】  13 名 
【所要時間】1 人につき 1 時間 
 
 現場での航空路管制業務の経験年数と官署，管制官としての勤続年数などがインタ
ビュー調査内容に大きく関係すると思われたため，調査対象者にはあらかじめ『管制
官経験年数』『管制部経験官署』そして『年代』と『性別』を回答してもらった． 
その集計結果を以下にまとめる． 
 
 管制官経験年数 平均･･･ 31 年 
調査対象者の約半数は国土交通省 航空保安大学校岩沼研修センターの教官で熟練
したスキルを持った管制官であるため，経験年数が比較的長く，最長 40 年，一番
短い方でも 18 年であった． 
 管制部経験官署 
 四管制部経験者 ･･･ なし 
 三  〃    ･･･ 3 人 
 二  〃    ･･･ 4 人 
 一       ･･･ 6 人 
 
 教官（管制部）経験者 ･･･ 6 人 
 年代  
 60 代 ･･･ 5 人 
 50 代 ･･･ 3 人 
 40 代 ･･･ 5 人 
 性別 
 男性 ･･･ 10 人 
 女性 ･･･ 3 人 
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インタビュー調査の環境設定としては，被験者には実験者と対面に座ってもらい，
パソコンの画面上に前節の COMPASi ディスプレイ画面を表示させ，それを見てもら
いながらインタビューに答えてもらった．設定場面に関して，航空機をどのような経
路に動かしたいかを明確にするため，マウスを使って被験者前のパソコン上に変更し
たい経路を書き込んでもらった．インタビュー中はビデオにて被験者前のパソコンを
ビデオ撮影し，会話はすべて IC レコーダーによって録音を行った．以下に実験設備の
構成を示す（図 14）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 14 インタビュー実験設備の構成図 
  
ディスプレイ 
被験者 
実験者 
PC 画面 
設定場面を提示 
同じ画面 
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前節で述べた設定場面のディスプレイを提示しながら，それぞれに対して以下の質
問を行った．なお，各設定場面に関する空域や状況説明，行わなければならない管制
処理等に関してはあらかじめ説明を行った． 
 
 あなたが調整席ならば，どんな調整をしますか？ 
 調整を行う時期 
 理由 
 他に思いついていた方法はありますか？ 
 その調整内容 
 なぜその方法を採らなかったのか 
 あなたが対空席で業務をしていたとしたら，調整席にどのような調整をしてほし
いですか？ 
 （設定場面 3 のみ）羽田・成田到着機の到着順序をどのように決めますか？ 
 
その後，設定場面に関する質問のほかに，これまでの現場での業務経験からいくつか
の質問に答えてもらった．以下がその質問項目である． 
 
 調整席として，対空席の処理や意思決定にどのようにどの程度関わるべきと考え
ますか？ 
 セクター内の主導権は調整席と対空席どちらが握るべきだと考えますか？その理
由は？ 
 調整席の訓練（処理戦略の立て方，交通流の作り方等）はどのように行うのが望
ましいと考えますか？ 
 
この他にも，インタビュー中の被験者の話の中で更に尋ねたいと思ったことを適宜質
問する形式をとった．   
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3.3. 調査結果と考察 
 設定場面ごとにインタビュー調査結果を集計し，それぞれ考察する．その後，設定場
面以外の質問についても結果を集計し考察する． 
 
3.3.1. 設定場面 1 
 
(1) インタビュー結果 
 
＜調整内容＞ a) 成田出発機を西へ誘導（図 15 参照）    10 人 
（羽田にポイントアウト，成田にヘディングを調整）   
       b) 成田出発機の経路の変更なし（図 11 参照）      3 人 
        （調整を行わない） 
 
＜調整時期＞ （a)b)ともに）成田出発機の離陸直後（レーダー画面に映った段階） 
                                   13 人 
 
＜理由＞ a)・到着機との対面を避ける      5 人 
      ・ＧＯＣを避ける         2 人 
      ・成田出発機を簡単に上げられる  1 人 
      ・対空席が見やすい        1 人 
      ・空いている空域へ        1 人    
     b)・調整数が少なくて済む      1 人 
      ・対空席の処理を制限しないように 1 人 
 
＜他に思いついていた方法＞ 
 ・経路の変更なし         3 人 
 ・東へ誘導（図 16 参照）      3 人 
 ・西へ誘導            1 人 
 
＜自分が対空席ならばしてほしい調整＞ 
 ・自分が回答した調整と同じことをしてほしい   11 人 
 ・何もしなくてよい               2 人 
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図 15 成田出発機を羽田出発機の経路上に合流させるよう西へ誘導した例 
 
 
図 16 成田出発機を東へ誘導した例 
百里空域 
（自衛隊訓練空域） 
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(2) 考察 
 
 成田出発機に対して行う調整では，自管轄空域の手前の空域を担当する成田の出発
管制席に西へ誘導してもらう調整を行うと答えた被験者が大多数であった．西へ誘導
するとした理由として考えられることは 2 つある．第一に，成田出発の当該機を羽田
出発機の出発経路（図 15 の緑矢印）に合流させることによって，GOC に集まるよう
に南下してくる到着機の流れと出発機との交通流を分けることによって，高度変更を
しやすく，ターゲットを見やすくする効果があることだ（図 15 参照）．第二には，逆
側である東へ誘導するためには，成田の出発管制席だけでなく，自衛隊の訓練空域で
ある百里空域の通過許可を自衛隊に取らなければならず，調整席としては調整先が増
える，調整に時間を要すというリスクの伴った調整になってしまうことである（図 16
参照）．西へ誘導する場合，羽田の管轄空域を通過させる必要があるため，羽田アプロ
ーチの管制席への通過許可の調整と，業務移管を受ける成田の出発管制席との針路変
更の調整が必要となる． 
 調整を行う時期としては，全員が成田出発機の離陸直後と答えた．成田出発機が離
陸するタイミングは調整席にも把握出来ないが，調整席は運航票からあらかじめ成田
出発機に関する情報を得て，その運航票をもとに経路等を確認し，前もって当該出発
機に対するプランニングをある程度行うことが可能である．当該機の離陸のタイミン
グでそのプランニングどおり成田に対し調整をかけるという流れになる． 
 一方で，少数ではあったが調整を行わないと答えた被験者もいた．この意見に関し
てはその理由に特徴があらわれていると言える．調整を行わないと答えた被験者の主
な理由は，調整数が増えることを懸念するという内容であった．調整を行うと答えた
被験者が，対空席が処理しやすいように，見やすいように，と答えたのに対し，行わ
ない被験者は，対空席の業務負荷を考えるよりは調整席自身の業務負荷を考えた結果
であるといえる． 
 このように，調整席は様々な場面において，調整業務の煩雑さを予測して処理戦略
および調整内容を判断し選んでいると考えられる．調整を行うと答えた被験者でも，
この場面において東へ誘導すると答えた被験者は一人もいなかったこともその一例と
いえる． 
 また，自分が対空席であれば調整席に何をしてほしいかという質問に対しては，自
分が調整席として行う調整内容と同じことをしてほしいと答えた被験者が大多数であ
った．これは，自分が調整席として考えるプランニングが，自分が対空席として処理
する際にもやりやすい方法と考えているからであると思われる． 
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3.3.2. 設定場面 2 
 
(1) インタビュー結果 
 
＜調整内容＞ a) 仙台出発機を西へ誘導                 8 人 
        （隣のセクターに調整） 
       b) 仙台出発機を南へ誘導                 3 人 
        （隣のセクターに調整） 
       c) 仙台出発機を南へ誘導→到着機群と高度逆転後に西へ誘導 
        （隣のセクターに調整）                 2 人 
 
＜調整時期＞ a)・提示した場面の時期         4 人 
        ・仙台出発機離陸のタイミングで    3 人 
        ・提示した場面の時期より 2,3 分後    1 人  
       b) 提示した場面の時期         3 人 
       c) 仙台出発機離陸のタイミングで    2 人 
 
＜理由＞ a)・羽田･成田到着機と早く交差させる     7 人 
      ・西の空域の方が空いている        1 人     
     b)・仙台出発機を上昇させる         1 人 
      ・空いている空域へもっていく       1 人 
      ・羽田･成田到着機との経路収束を避ける   1 人 
     c)・仙台出発機を上昇させる         1 人 
      ・羽田･成田到着機と早く交差させる     1 人 
 
＜他に思いついていた方法＞ 
 ・西へ誘導            3 人 
 ・南へ誘導            2 人 
 ・経路の変更なし         1 人 
 ・仙台出発機以外の経路を変える  1 人 
 
＜自分が対空席ならばしてほしい調整＞ 
 ・自分が回答した調整と同じことをしてほしい  9 人 
 ・    〃    以上のことをしてほしい  1 人 
 ・    〃    まではしなくてよい    1 人 
 ・何もしなくてよい              1 人 
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(2) 考察 
 
 仙台出発機に対して行う調整として，西へ誘導すると答えた被験者が南へ誘導する
と答えた被験者に比べ少し多いという結果になった．どちらの場合も，調整先は自セ
クターが業務移管を受ける前のセクターの調整席となる． 
理由を見ることにより，誘導先を西へする理由は，羽田･成田の到着機群と仙台出発
機とを早く交差させた方がお互いの処理がしやすいと考えていることが分かる．それ
に対し誘導先を南へする理由は，仙台出発機の方に主眼をおいて，当該機の高度上昇
をスムーズに行うための選択であることが分かる． 
また，西へ誘導すると答えた被験者に対しては，仙台到着機と自セクター内の仙台
到着機(ANA367)との位置関係をどのように予測しているか質問した．その結果，全員
が仙台到着機と対面を避けて，仙台出発機の経路を到着機の経路の南側もしくは北側
に平行になるよう針路を設定すると答えた．これは，仙台出発機は高度を上昇させる
という処理，仙台到着機は高度を降下させるという処理がそれぞれあり，異なる管制
処理を行うためには別々の交通流にした方が，対空席が処理しやすいと考えた結果で
あるといえる． 
 調整を行う時期としては，主に被験者に提示したディスプレイの時期（図 12）と答
えた方と，仙台出発機の離陸に合わせてと答えた被験者がいた．場面 1 では全員が出
発機の離陸直後に調整を行うと答えたのに対し，離陸 2，3 分後を提示したディスプレ
イの時期と答えた被験者が多かったのは，場面 2 では仙台空港の出発管制席から自セ
クターが直接業務移管を受けるわけではなく，間に隣のセクターを挟んでいるため，
離陸直後すぐには出発機の動きを予測することが難しいからだと思われる．当該機が
まだ仙台の出発管制席の管轄範囲である段階ではなく，隣のセクターに業務移管され
てからの方が，同じく隣のセクターを飛行中の羽田･成田出発機との位置関係を把握し
やすくなる．このことから，調整を行う時期は早ければ早いほど良いというわけでは
なく，干渉関係が予想される航空機との位置関係や高度差等を確実に予測できる時期
が適切であると考える被験者が多いことが分かった． 
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3.3.3. 設定場面 3 
 
(1) インタビュー結果 
 
＜調整内容＞  
a)前のセクターと調整して到着順序が後になる航空機を誘導してもらう   9 人                            
b)前のセクターと調整して速度調整をしてもらう             3 人 
c)前のセクターと調整して通常の業務移管時期より早めに業務移管を受ける 4 人 
                              （複数回答あり） 
   
＜調整時期＞ ・提示した場面の時期     5 人 
       ・    〃    より前  5 人 
 
＜他に思いついていた方法＞ 
 ・到着順序が 1 番の航空機に先のポイントへの直行指示（経路短縮）  3 人 
 ・速度調整                             2 人 
 ・到着順序が後ろの航空機に針路変更指示              1 人 
 
＜自分が対空席ならばしてほしい調整＞ 
 ・自分が回答した調整と同じことをしてほしい  5 人 
 ・    〃    まではしなくてよい    4 人 
 ・    〃    以上のことをしてほしい  2 人 
 ・何もしなくてよい              2 人 
 
＜到着機の到着順序決め＞ 
a) 対空席の考える到着順序と意図を聞く→対空席に合わせる     10 人 
b) 調整席が到着順序を決めて対空席に提案             3 人 
 
※ a)b)ともに，対空席と早い段階で話し合い，共通認識を持つ必要があると回答 
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(2) 考察 
 
 到着機の順序決めについては，挙げられた調整の内容から，確実に管制処理ができ
るように，本来は自セクター入域後に対空席が始める指示（針路，速度）を前のセク
ターから開始してもらえるよう依頼して指示してもらう，またはセクター境界線より
早めに業務移管を受けるという調整を行っている． 
 また，自分が対空席ならば調整席にしてほしい調整に関しては，前述の 2 つの場面
と異なり，自分が調整席ならば行う調整と同じことをしてほしいと答える被験者より
も，そこまではしなくてよい，何もしなくてよいと答える被験者の割合が多かった．
この理由は，設定場面 3 でのタスクである到着機の管制間隔設定（スペーシング）は
その処理の性質上，対空席が自セクター内で行う，対空席の技量が最も求められる処
理であるからだと考えられる． 
 到着機の到着順序決めに関して，対空席とどのように話し合って決めるかについて
は，上に述べた対空席のウエイトが大きい処理の性質上，実際に処理を行う対空席が
やりやすいようにするのが一番であるから，順序決めも対空席の意見に合わせると答
えた被験者が多かった． 
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3.3.4. 設定場面以外 
 
(1) インタビュー結果 
 
 調整席として，対空席の処理や意思決定にどのようにどの程度関わるべきと考え
ますか？ 
 
 ・対空席の意図を聞く→合わせる         5 人 
 ・対空席より先を予測する            2 人 
 ・対空席の仕事を見守る             2 人 
 ・決められた仕事をする             2 人 
 ・対空席の技量，状況に応じて調整をする     1 人 
 ・自分が対空席ならばしてもらいたいことをする  1 人 
 
 セクター内の主導権は調整席と対空席どちらが握るべきだと考えますか？ 
 
 ・調整席                  5 人 
 ・対空席                  3 人 
 ・50:50                     2 人 
 ・離陸前なのか離陸後なのかに拠る      2 人 
 ・セクター内なのかセクター外なのかに拠る  1 人 
 
 調整席の訓練（処理戦略の立て方，交通流の作り方等）はどのように行うのが望
ましいと考えますか？ 
 
・OJT で「今なにか出来ることは？」を常に尋ねて予見する訓練をする     4 人 
 ・経験により蓄積されたプランニング方法をデータとして整理し，訓練生に提供 
                                     4 人 
 ・未経験の方法をデモによって見せる                   1 人 
 ・色んなパターンをシミュレータで訓練生にやらせる            1 人 
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 (2) 考察 
 
 調整席として，対空席の処理や意思決定にどのようにどの程度関わるべきと考え
ますか？ 
 調整席としての対空席に対するスタンスを問う質問であったが，結果を大きく 2 つ
に分けることが出来る．1 つ目は，『対空席の意図を聞く→合わせる』『対空席より先
を予測する』『対空席の技量，状況に応じて調整をする』という意見のように，対空席
の状況を常に把握しながら自ら能動的に調整を行おうとするスタンスである．それに
対し『対空席の仕事を見守る』『決められた仕事をする』という意見のように，あくま
で対空席のダブルウォッチに徹し，対空席から要求があれば調整を行うというもう 1
つのスタンスがある．実際に現場の業務でもこのように二分されているように感じ
る． 
 
 セクター内の主導権は調整席と対空席どちらが握るべきだと考えますか？ 
 意見が分かれたが，調整席が主導権を握るべきと答えた被験者が最も多かった．航
空路管制業務における規程では，セクター内では調整席が主導して業務を行うことが
定められている．今回の質問で調整席と答えた被験者でも，実際の業務ではそうなっ
ていないことがしばしばあると答えられていたように，その時の状況によって，実際
に処理を行う対空席が主導する場合も多々ある．場面設定 3 はその典型的な例である
と考えられる． 
 
 調整席の訓練（処理戦略の立て方，トラフィックの組立て方等）はどのように行
うのが望ましいと考えますか？ 
 全員の回答に共通していたのは，現状では処理戦略の立て方やトラフィックの組立
て方等に関する調整席の訓練は特に意識しては行われていないということだった．そ
の上で望ましいと考える訓練方法として新たに意見があがった．OJT 中に訓練生が経
験できたシチュエーション以外の様々なシチュエーションを訓練生にどのように見せ
るかが 1 つのポイントであると思われる．そこで，実際には経験できない分の補完と
して『OJT で「今なにか出来ることは？」を常に尋ねて予見する訓練をする』『未経
験の方法をデモによって見せる』『色んなパターンをシミュレータで訓練生にやらせ
る』という案が出てきたと考えられる．また，『経験により蓄積されたプランニング方
法をデータとして整理し，訓練生に提供』という意見も，これまで体系的にまとめら
れてこなかった熟練者の経験をまとめて整理し，訓練生に見てもらうためには有効な
方法の 1 つではないかと考える．セクター単位でこれを作成することによって，その
セクター独自の典型的な交通状況を，訓練生が全通り経験することなく知識として知
ることが出来るようになるのではないかと考えられる． 
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第4章 COMPASi によるシミュレーション実験 
 
4.1. 実験の目的 
 第 4 章では，将来の交通状況の予測方法や処理戦略の立て方，入域予定機のトラフィ
ックの組立て方などに関する調整席の業務を訓練生に教える際に有用なガイドライン
作成のため，処理戦略の立て方や交通流の作り方に関して典型的かつ重要な要素を多く
含んでいると判断した現場観察データを参考にして，調整内容等に関するインタビュー
調査を管制官に対し実施した．本章では，研究目的である調整席訓練のガイドライン作
成のため，インタビュー調査で得られた調整内容・時期によって何パターンかに分け，
それぞれについてシナリオを作成した．COMPASi を用いて，各シナリオに対し処理を
行い，処理結果の可視化グラフ(CAPS)を比較することによって，調整内容・時期の違
いが対空席の業務負荷にどのように影響するかを検証する．なお，COMPASi を用いた
対空席としての処理については，現役の管制官 4 名に実験協力をしていただいた．3 場
面のインタビュー内容から明らかにできる調整業務の考え方のポイントを洗い出し，調
整内容・時期のパターンを対空席の業務負荷低減度順にステップ分けし，ガイドライン
を作成することを目的とする． 
 
4.2. 実験内容 
4.2.1. 実験対象 
実験実施の詳細は以下である． 
【実施日】  11 月 13，23，24 日 （のべ 3 日間） 
【実施場所】国立開発法人 電子航法研究所  
および 国土交通省 航空保安大学校岩沼研修センター 
【対象者】 航空路管制業務経験のある管制官 
【人数】  4 名 
【所要時間】1 人につき 1 時間 
 
4.2.2. シミュレーション実験環境 
 本シミュレーション実験は 4 名の航空管制官を被験者に行った．設定場面 1 のパタ
ーン 2～4，設定場面 2 の全 4 パターンを 4 名全員に対空席として処理してもらった（設
定場面 2 のパターン 3 のみ 3 名実施）．ただし，設定場面のパターン 1 については，成
田出発機を東へ誘導するように当該機の離陸直後に調整を行った場合，当該機に対し対
空席が管制指示を発出する必要がなくなるため，被験者によるシミュレーション実験は
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行わなかった． 
また，COMPASi の機器操作は実際に現場で使用されている航空路管制卓とその仕様
が少し異なっている．そのため，被験者が COMPASi の操作に慣れる必要がある．そこ
で，本実験では対空席としての管制指示は管制用語を用いて口頭で行い，実験者が
COMPASi への指示入力を行った．入力に対するレスポンス・メッセージを被験者に見
せることにより，航空機のパイロットからのリードバックであることの代用とした． 
 被験者には机上に置いたディスプレイ画面を見せ，同じ画面を被験者の右側で実験
者がパソコン上で見て COMPASi の入力を行うという環境を設定した．被験者の右後
方から被験者の見ている PC ディスプレイ画面をビデオで撮影した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         図 17 シミュレーション実験設備の構成図 
  
被験者 実験者 
ディスプレイ PC 画面 
同じ画面 
管制指示 
入力 
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4.2.3. インタビュー調査による調整パターン別シナリオ設定 
 前章のインタビュー調査結果および現場観察データをもとに，各場面で調整内容とそ
の調整を行う時期について何通りかのパターンに分け，それらの調整と時期の想定シナ
リオを COMPASi 上に作成した．各場面で設定したシナリオと対応する調整内容・時期
は以下の通りである． 
 
(1) 設定場面 1 
【シナリオの内容】 ①羽田出発機 1 機   
②成田出発機 1 機 
③羽田到着機 6 機 
④成田到着機 7 機 
【調整対象】 成田出発機 (AZA787) 
 
調整内容とその時期によって，パターン 1～4 までの 4 パターンを設定した（表 3）． 
 
表 3 調整内容・時期のパターン分け 
パターン 調整の内容 調整の時期4 
1 成田出発機を東へ誘導 離陸後すぐの調整 
2 成田出発機を西へ誘導 離陸後すぐの調整 
3  〃   業務移管直前の調整 
4 調整なし ― 
 
 事前のインタビューでは成田出発機を東へ誘導すると答えた被験者はいなかったが，
現場観察データから得られた調整内容である東への誘導もパターンとして追加した．た
だい，このパターン 1 に関しては，被験者によるシミュレーション実験を行わない代わ
りに実験者自身がシミュレーションを行い管制処理し，結果をグラフで可視化した． 
 また，調整の時期に関しては，調査対象者全員が成田出発機の離陸後すぐという回答
をしたが，調整時期が遅れることは業務遂行の中で想定されるので，パターンの一つと
して加えた．  
  
                                                   
4 調整席が他の管制機関・セクターへ調整を行ってから，依頼した調整内容の指示が航空
機に発出されるまでの時間は，本論文内では常に一定であるとする． 
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(2) 設定場面 2 
【シナリオの内容】 ①羽田出発機 4 機   
②仙台出発機 1 機 
③羽田到着機 5 機 
④仙台到着機 1 機 
⑤成田到着機 5 機 
【調整対象】 仙台出発機 (ANA736) 
 
調整内容とその時期によって，パターン 1～4 までの 4 パターンを設定した（表 4）． 
 
表 4 調整内容・時期のパターン分け 
パターン 調整の内容 調整の時期 
1 仙台出発機を西へ誘導 離陸後すぐの調整 
2 〃 業務移管直前の調整 
3 〃 被験者の好きな時期に調整 
4 仙台出発機を南へ誘導 ― 
 
 調整の内容に関しては，インタビュー調査で挙げられた意見である仙台出発機を西
へ誘導と南へ誘導の 2 パターンを比較することとした．調整の時期に関しては，仙台
出発機を西へ誘導する場合，当該機離陸後すぐの調整と，時期としてはさらに後とな
る，前のセクターから当該機の業務移管を受ける直前の調整の場合の 2 パターンに加
え，被験者自身が適切と判断する時期に調整の時期を決めて行うよう依頼するパター
ン 3 を追加した．一方，仙台出発機を南へ誘導する場合に関しては，本実験の前に実
験者自身で様々に調整のタイミングを変えて COMPASi でシミュレーションを行った
結果，時期の差異による複数設定は行わなかった． 
 なお，設定場面 3 に関しては前章で述べたように，到着機のスペーシングを行うと
いう対空席スキルのウエイトの重い業務の性質上，COMPASi で処理を行う際の被験
者の対空席スキルに結果が大きく影響される可能性があり，調整業務による差異を検
証することが難しいと考えたため，実験は行っていない． 
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4.3. 実験結果 
 各場面の被験者 4 名（被験者 A～D とする）のグラフ可視化結果を以下に示す． 
 
(1) 設定場面 1 
 各被験者，上から『パターン 2：西へ誘導，離陸後すぐの調整』『パターン 3：西へ誘
導，業務移管直前の調整』『パターン 4：調整なし』の順に掲載する（図 18～29）．な
お，実験者によって対空席処理を行ったグラフ可視化結果については，4.4.1 の図 45 に
示す． 
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【被験者 A】 
 
図 18 パターン 2：西へ誘導，離陸後すぐの調整 可視化グラフ 
 
  図 19 パターン 3：西へ誘導，業務移管直前の調整 可視化グラフ 
 
             図 20 パターン 4：調整なし 可視化グラフ 
  
パターン 2 
パターン 3 
パターン 4 
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【被験者 B】 
 
図 21 パターン 2：西へ誘導，離陸後すぐの調整 可視化グラフ 
 
 
図 22 パターン 3：西へ誘導，業務移管直前の調整 可視化グラフ 
 
図 23 パターン 4：調整なし 可視化グラフ 
 
パターン 2 
パターン 3 
パターン 4 
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【被験者 C】 
 
図 24 パターン 2：西へ誘導，離陸後すぐの調整 可視化グラフ 
 
図 25 パターン 3：西へ誘導，業務移管直前の調整 可視化グラフ 
 
図 26 パターン 4：調整なし 可視化グラフ 
パターン 2 
パターン 3 
パターン 4 
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【被験者 D】 
 
図 27 パターン 2：西へ誘導，離陸後すぐの調整 可視化グラフ 
 
図 28 パターン 3：西へ誘導，業務移管直前の調整 可視化グラフ 
 
図 29 パターン 4：調整なし 可視化グラフ 
パターン 2 
パターン 3 
パターン 4 
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(2) 設定場面 2 
 各被験者，上から『パターン 1：西へ誘導，離陸後すぐの調整』『パターン 2：西へ誘
導，業務移管直前の調整』『パターン 3：西へ誘導，被験者の好きな時期に調整』『パタ
ーン 4：南へ誘導』の順に掲載する（図 30～44）．ただし，被験者 A のパターン 3（西
へ誘導，被験者の好きな時期に調整）のシミュレーション結果については，システムの
不具合により記録の保存がされなかったため，グラフ算出が出来なかった． 
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【被験者 A】 
（『西へ誘導，被験者の好きな時期に調整』は無し） 
 
図 30 パターン 1：西へ誘導，離陸後すぐの調整 
 
図 31 パターン 2：西へ誘導，業務移管直前の調整 
 
図 32 パターン 4：南へ誘導 
  
パターン 1 
パターン 2 
パターン 4 
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【被験者 B】 
 
図 33 パターン 1：西へ誘導，離陸後すぐの調整 
 
図 34 パターン 2：西へ誘導，業務移管直前の調整 
 
図 35 パターン 3：西へ誘導，被験者の好きな時期に調整 
 
図 36 パターン 4：南へ誘導 
 
パターン 1 
パターン 2 
パターン 3 
パターン 4 
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【被験者 C】 
 
図 37 パターン 1：西へ誘導，離陸後すぐの調整 
 
図 38 パターン 2：西へ誘導，業務移管直前の調整 
 
図 39 パターン 3：西へ誘導，被験者の好きな時期に調整 
 
図 40 パターン 4：南へ誘導 
  
パターン 1 
パターン 2 
パターン 3 
パターン 4 
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【被験者 D】 
 
図 41 パターン 1：西へ誘導，離陸後すぐの調整 
 
図 42 パターン 2：西へ誘導，業務移管直前の調整 
 
図 43 パターン 3：西へ誘導，被験者の好きな時期に調整 
 
図 44 パターン 4：南へ誘導 
パターン 1 
パターン 2 
パターン 3 
パターン 4 
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4.4. 考察 
まず，場面ごとに前項のグラフ結果から被験者全体を通して考察する．加えて，ビデ
オ撮影により収録した各被験者の管制処理プロセスを調整内容と時期のパターンごと
に分析し考察する． 
 
4.4.1. 可視化グラフからの考察 
 
(1) 設定場面 1 
 次の 2 つのポイントから可視化グラフの考察を行うこととする．1 点目は，成田出発
機のタスクレベルが 1（色：薄緑）になるまでの所要時間に着目する．2 点目は，成田
出発機の自セクター内飛行時間に着目する．1 点目に着目する理由は，この場面におい
て対空席は，成田出発機の高度を上昇させることによりタスクレベルが下がり，全体の
業務負荷を下げることにつながるからである．また 2 点目に着目する理由は，管轄空域
を飛行中の航空機の数が多いほど，対空席にとっては業務負荷を感じやすくなると考え
られるからである． 
図 45 は，パターン 1 の実験者のシミュレーション結果を可視化したグラフとパター
ン 2～4 の被験者 A のグラフ結果を並べて，この 2 点に着目した例である． 
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図 45 設定場面 1 のパターン 1～4 可視化グラフ比較 
 
 各グラフの黒矢印が，成田出発機のタスクレベルが 1（色：薄緑）になった時点を指
し，青矢印が，成田出発機が自セクターを出域した時点を指している． 
 この 2 点に着目した結果，上図の被験者 A だけでなく，被験者 4 名全員の結果が図
45 のように，パターン 1,2,3,4 の順に時間が長くなったことが分かった． 
さらにこの結果を 4 名のデータ結果の平均を算出することによって表すと，以下の表
のようになる（表 5,6）．また表 5,6 において，パターンによって被験者の平均時間に有
意差があるかをみるため，t 検定（両側確率）を行った．ただし，信頼区間は 95%とす
る． 
  
パターン 1 
パターン 2 
パターン 3 
パターン 4 
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表 5 成田出発機のタスクレベルが 1 になるまでの所要時間 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 5.0 10.0 10.0 14.0 9.8 
パターン 2：西へ誘導，離陸後すぐの調整 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 10.0 11.0 12.0 11.0 11.0 
パターン 3：西へ誘導，業務移管直前の調整 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 14.0 15.0 18.5 20.5 17.0 
パターン 4：調整なし 
 
 t 検定による両側確率  パターン 2 とパターン 3  0.50 → 有意差なし 
              パターン 2 とパターン 4  0.004 → 有意差あり 
                           パターン 3 とパターン 4  0.02 → 有意差あり 
 
 
表 6 成田出発機のセクター内飛行時間 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 21.0 21.0 21.0 21.5 21.1 
パターン 2：西へ誘導，離陸後すぐの調整 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 21.5 21.5 22.0 22.5 21.9 
パターン 3：西へ誘導，業務移管直前の調整 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 23.0 22.0 22.5 24.0 22.9 
パターン 4：調整なし 
 
 t 検定による両側確率  パターン 2 とパターン 3  0.01 → 有意差あり 
              パターン 2 とパターン 4  0.012 → 有意差あり 
                           パターン 3 とパターン 4  0.04 → 有意差あり 
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t 検定の結果から，成田出発機のタスクレベルが 1 になるまでの所要時間，セクタ
ー内飛行時間ともに，ほぼ全てのパターン間で平均値に有意差があることが分かっ
た．よって，成田出発機のタスクレベルが 1 になるまでの所要時間，セクター内飛行
時間ともに，パターン 2『西へ誘導，離陸後すぐの調整』，パターン 3『西へ誘導，業
務移管直前の調整』，パターン 4『調整なし』の順番に時間が長くなっていることが統
計的に分かった．つまり，この調整内容・時期のパターン順に，対空席の業務負荷が
大きくなったといえる． 
 結果まとめ 
『対空席の業務負荷』 
西へ誘導，離陸後すぐの調整 ＜ 西へ誘導，業務移管直前の調整 ＜ 調整なし 
 
 
(2) 設定場面 2 
 設定場面 1 と同様，本場面で一番の鍵となっている仙台出発機のタスクレベルが 1
（色：薄緑）になるまでの所要時間に着目してグラフを見る．図 46 は，被験者 B の
グラフを参考に，この点に着目したときの例である． 
 
 
図 46 設定場面 2 のパターン 1～4 可視化グラフ比較 
パターン 1 
パターン 2  
 
パターン 3  
 
パターン 4  
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各グラフの黒矢印が，仙台出発機のタスクレベルが 1（色：薄緑）になった時点を指
している．さらにこの結果を 4 名のデータ結果の平均を算出することによって表すと以
下の表のようになる（表 7）．また表 7 において，パターンによって被験者の平均時間
に有意差があるかをみるため，t 検定（両側確率）を行った．ただし，信頼区間は 95%
とする． 
 
   表 7 仙台出発機のタスクレベルが 1 になるまでの所要時間 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 13.5 12.5 14.5 16.0 14.1 
パターン 1：西へ誘導，離陸後すぐの調整 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 14.5 13.0 17.0 12.0 14.1 
パターン 2：西へ誘導，業務移管直前の調整 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) ― 14.0 18.5 18.5 17.0 
パターン 3：西へ誘導，好きな時期に調整 
 
被験者 A B C D 平均 
時間(min.) 21.0 22.5 21.5 22.5 21.9 
パターン 4：南へ誘導 
 
 t 検定による両側確率  パターン 1 とパターン 2  1.0 → 有意差なし 
              パターン 1 とパターン 3  0.12 → 有意差なし 
                           パターン 1 とパターン 4  0.002 → 有意差あり 
                           パターン 2 とパターン 3  0.17 → 有意差なし 
                           パターン 2 とパターン 4  0.01 → 有意差あり 
                           パターン 3 とパターン 4  0.01 → 有意差あり 
 
 t 検定の結果から，仙台出発機のタスクレベルが 1 になるまでの所要時間は，パタ
ーン 1『西へ誘導，離陸後すぐの調整』，パターン 2『西へ誘導，業務移管直前の調
整』，パターン 3『西へ誘導，好きな時期に調整』間では平均値に有意差が見られなか
った．しかし，このパターン 1～3 とパターン 4『南へ誘導』の間には有意差があるこ
とが分かり，所要時間が一番長かったのはパターン 4『南へ誘導』であることが統計
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的に分かった．つまり，可視化グラフからの考察では，仙台出発機を西または南のど
ちらに誘導する調整を行うかによって，当該機のタスクレベルが 1 になるまでの所要
時間に差が出ることが分かった．よって，対空席の業務負荷も，南へ誘導する調整を
行うより西へ誘導する調整を行う方が負荷が下がるといえる．また，西へ誘導する場
合は，調整を行う時期によって仙台出発機のタスクレベルが 1 になるまでの所要時間
に影響はないことも分かった． 
 結果まとめ 
『対空席の業務負荷』 
 
離陸後すぐの調整  
西へ誘導   業務移管直前の調整   ＜  南へ誘導 
    好きな時期に調整   
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4.4.2. 管制処理プロセス観察からの考察 
 本節では，シミュレーション実験で実際に被験者 4 名が行った管制処理プロセスを
各場面，パターンごとに分析することによって，それぞれの調整内容・時期が対空席
の「処理のしやすさ」にどのように影響したかを明らかにする． 
 
(1) 設定場面 1 
 まず初めに，インタビュー調査において誰も回答のなかった『東へ誘導』について
考える．4.2.3 で述べたように，調整席が成田出発機を東へ誘導するように成田出発管
制席と自衛隊へ調整を行うことに成功した場合，業務移管を受けた後に対空席が行わ
なければならない管制指示が不要となるため，シミュレーション実験ではこのパター
ンを課題から外し，実験者が COMPASi にて可視化を行った．しかし，インタビュー
調査では回答がなかったものの，3.2.1 で紹介した本研究の場面選定の参考にした東京
管制部での現場観察の際には，調整席が東へ誘導するという選択をし，実際に関係機
関すべてと調整を行っていた．その時の調整内容の録音・録画データ等を分析する
と，調整席は成田出発機について，当該機の運航票が出力され，調整席がその情報を
得始めてから離陸までの間に複数回，関係機関と針路等について調整を行っていた．
さらには，対空席にも調整内容を伝えなければならず，この成田出発機 1 機のために
調整席の業務量は増えたと推測される．当該機以外の管制機に懸案事項がなかったた
め，当該機の調整に時間を費やすことが可能だったと考えられる．この調整によって
離陸後の対空席の管制処理は比較的安易になったことが分かった． 
 次に，インタビュー調査で最も回答の多かった『西へ誘導』について考える．調整
の時期が成田出発機の離陸直後であった場合，早い段階で西へ経路が変わることによ
り羽田到着機の経路と交差することがなくなったため，干渉関係を避けることがで
き，羽田出発機と成田到着機の上昇・降下を妨げない（図 47）． 
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図 47 パターン 2(西へ誘導，離陸後すぐの調整)管制処理の場面 
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 一方，同じ『西へ誘導』という調整内容であっても，調整の時期が成田の出発管制席
からの業務移管直前であった場合，羽田出発機(今回のシナリオでは SKY714)と TLE
上空でちょうど交差してしまい，互いに上昇・降下が行えない（図 48）．また，TLE に
て TLE 上空を管轄する管制席へ業務移管を行う決まりになっている．しかし，成田出
発機の管制権が自セクターにあるのか成田出発管制席にあるのかによって，この状況で
到着機の業務移管を行うことは，干渉関係になる可能性のある成田出発機と羽田到着機
を別の空域の管制官が受け持つリスクを伴うことになり，この段階で業務移管に関する
調整が別途必要となってくる． 
 
 
図 48 パターン 3(西へ誘導，業務移管直前の調整)管制処理の場面 
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 よって，同じ『西へ誘導』という調整を選択しても，羽田到着機の経路のことを留意
すると当該成田出発機は出来る限り早く西へ誘導することがより調整の効果が出る結
果となることが分かる．前節の可視化グラフからの考察でも，離陸後すぐに調整を行っ
た場合の方が業務移管直前の場合より成田出発機のタスクレベルが 1 になるまでの所
要時間が短く，セクター内飛行時間も同様であることが分かっており，対空席の業務負
荷に違いが出たことが裏付けられている． 
 最後に，インタビュー調査では少数意見だった『調整なし』という，オリジナルルー
トのまま飛行させる場合について考える．この場合，図 49 のように成田出発機が自セ
クターの空域に入域するまでの間は 8000ft 以上に上昇させることが出来ず，それが可
能になった後も，今回のシナリオでは下図のように羽田到着機の経路と横間隔が取れな
いため，しばらく 7000ft を維持させざるを得ない．同様に，羽田到着機も 8000ft 未満
の高度には降下させられないうえ，パターン 3 同様，羽田到着機の管制権を羽田の進入
管制席へ渡すことが出来ない状態となる． 
 
 
図 49 パターン 4(調整なし)管制処理の場面(a) 
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図 50 パターン 4(調整なし)管制処理の場面(b) 
 
 図 50 は図 49 の場面の約 1 分後の状態である．羽田到着機との管制間隔は設定され
たが，成田出発機を上昇させるために今度は南下してくる成田到着機の経路の対面に
なる．対面交通における上昇・降下は確実な間隔設定が困難であるため，ここからど
ちらかの航空機を誘導することにより経路の対面を避けなければならない．このよう
に，成田出発機離陸後，他機（特に羽田・成田到着機）との経路交差・対面等干渉に
ついて予測を十分に行わなければ，対空席も当該機を上昇させるタイミングを常に見
計らわなければならない．また，航空機にとっても，一般的に低高度での巡航は燃料
消費が多いこと，さらには，干渉機を避けるために飛行距離が伸びることなどのデメ
リットが発生することが分かった． 
 以上，対空席の管制処理プロセスの分析からも『西へ誘導，離陸後すぐの調整』『西
へ誘導，業務移管直前の調整』『調整なし』の順に対空席の業務負荷が大きくなること
が明らかとなった． 
 
 結果まとめ 
『対空席の業務負荷』 
西へ誘導，離陸後すぐの調整 ＜ 西へ誘導，業務移管直前の調整 ＜ 調整なし 
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(2) 設定場面 2 
まず，インタビュー調査で一番回答の多かった仙台出発機の『西へ誘導』について
考察する．調整の時期に関して『離陸後すぐの調整』（パターン 1）と『業務移管直前
の調整』（パターン 2）とを比較した．その結果，どちらの調整時期でも仙台到着機と
経路が対面になることが分かった（図 51,52）． 
 
 
図 51 パターン 1(西へ誘導，離陸後すぐの調整)管制処理の場面 
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図 52 パターン 2(西へ誘導,業務移管直前の調整)管制処理の場面 
 
 よって，調整席が前のセクターに依頼して，あらかじめ仙台出発機を西へ誘導して
もらうよう調整を行う場合，その調整の時期が離陸後すぐの早い段階であっても業務
移管直前の遅い段階であっても仙台到着機との経路対面は避けられず，仙台出発機の
上昇と仙台到着機の降下は両者の擦過後でなければ行えない状況になった．そのため
被験者は，図 51,52 のように，仙台出発機も仙台到着機も擦過するのを待ってから上
げ下げを行っていた． 
 『西へ誘導』するという調整内容そのものが適切か否かについて検証するため，調
整の時期をシミュレーション実験の被験者自身によって決定してもらった．それがパ
ターン 3 であり，その結果，被験者 4 名全員が仙台出発機の自セクター入域以後に当
該機を西へ誘導する指示を発出した．このタイミングでの誘導により，図 53 のように
仙台到着機の南側に仙台出発機を誘導することによって，対面交通を避けることがで
き，仙台出発機も比較的スムーズに上昇させることができた．また，仙台到着機も同
様に早く降下指示を与えて隣のセクターへ業務移管が行えた． 
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図 53 パターン 3(西へ誘導，被験者の好きな時期に調整)管制処理の場面 
 
 また，シミュレーション実験後に被験者に対し「パターン 3 では何故その時期に西
へ誘導するような調整を行うことにしたのか？」という質問にも答えてもらった．そ
の結果，今回のような交通状況の場合，早くから仙台出発機を西へ誘導することによ
って羽田・成田到着機群と早く経路を交差させることができるが，仙台到着機がこの
位置にいるため仙台出発機をあまり早くから西へ持っていくと対面になってしまうか
ら，少し時期を待ってから西へ誘導する方が良いという意見が全員であった． 
 次に，インタビュー調査で回答のあった『南へ誘導』についての考察を行う．南へ
誘導する意図は，インタビュー調査「理由」の項目によれば，羽田・成田到着機群の
経路と平行に仙台出発機を飛行させる間に両者の高度を逆転させる，ということであ
った．シミュレーション実験実施前はこのような理由から南へ誘導すると答えていた
被験者も，実際の処理にはかなり苦労していたことが観察された．その原因は，羽
田・成田到着機のスペーシングが予想以上に煩雑になったことだと考えられる．スペ
ーシングのためのベクターを殆どの羽田・成田到着機に対して行わなければならず，
被験者全員が高度を下げるという到着機に関するタスクを後回しにしていた．これだ
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け到着機同士が輻輳していると，高度をどこまで下ろしてよいか瞬時の判断は難し
い．そのため，プランニングで予想していた到着機群と仙台出発機との高度逆転が思
い通りにいかなかったものと考えられる．仙台出発機の高度上昇については南へ誘導
している限りスムーズに行えていたが，当該機に関してはもとの経路である西の方向
へ針路をいつ振り戻すのかが 1 つの大きなポイントとなる（図 54 の緑矢印）．南へ誘
導すると，対空席は到着機のスペーシングをしながらこのタスクも負わなければなら
ない状況となる．この時さらに仙台出発機と干渉関係になる危険性のあるトラフィッ
クに注意する必要がある．それが，羽田から上がってきた出発機である．図 54 のよう
に羽田・成田到着機群との干渉関係がなくなって仙台出発機を西へ戻せる状況になっ
ても，到着機群の経路（図 54 の青矢印）のさらに西に経路をとる羽田出発機(図 54 の
赤矢印)との交差関係を考えなければならない．被験者の中にも，羽田出発機との干渉
関係を予測し損なったため，両者の管制間隔設定がされていない場面も見受けられ
た．よって，仙台出発機を南へ誘導する判断をするのであれば，羽田・成田到着機群
との関係だけでなく，後に干渉関係になり得る羽田出発機との関係を予測した上で対
空席のタスクを考慮し調整席として提案を行わなければならないことが分かる． 
 
図 54 パターン 4(南へ誘導)管制処理の場面 
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設定場面 2 における対空席の管制処理プロセスの分析結果をまとめる． 
『西へ誘導，離陸後すぐの調整』と『西へ誘導，業務移管直前の調整』はともに羽
田・成田到着機群と早く交差することはできるが，仙台到着機と対面経路になってし
まう． 
一方，『西へ誘導，好きな時期に調整』では被験者全員が仙台出発機の自セクター入
域以後が適切なタイミングであると答え，その結果，仙台到着機の南側を通すことが
でき，なおかつ羽田・成田到着機群とも早めに交差可能となった．つまり，対空席と
して処理がより楽なのは，調整席があらかじめ前のセクターと調整を行って仙台出発
機を西へ誘導した状態で業務移管を受けるよりも，調整は特にせず，当該機が自セク
ターに入域後に対空席自身が西へ誘導の指示を発出する方であることが分かった． 
全パターンの中で最も対空席の処理が困難だったのが『南へ誘導』という選択をし
た場合である．西へ誘導した際に初めに干渉関係になる仙台到着機とは干渉関係にな
らないが，羽田・成田到着機群と平行に仙台出発機を飛ばしても両者の高度逆転完了
までに時間がかかり，被験者全員が GOC の南まで仙台出発機を西へ振り戻せないで
いた．また，羽田・成田到着機のスペーシング処理がかなり煩雑な中で長期間にわた
って仙台出発機の西への振り戻しのタイミングを見計らわなければならず，対空席に
とっては高負荷なタスクをいつまでも残すことになってしまった．さらに，到着機群
との干渉関係がクリアし西へ振り戻した後も GOC の西で羽田出発機の経路と交差す
ることになり，干渉関係に注意しなければならない．このように，仙台出発機を南へ
誘導すると，西へ誘導した場合に比べ長期間にわたり干渉関係になるおそれのある航
空機との関係に留意しながらそれらと間隔設定を行わなければならず，対空席にとっ
て処理の難しい状況が続いてしまうことになる． 
以上，対空席の管制処理プロセスの分析からは『西へ誘導，好きな時期に調整』の
場合が最も対空席の業務負荷が少なく，次に『西へ誘導，離陸後すぐの調整』『西へ誘
導，業務移管直前の調整』の場合で，この 2 パターン間には差がなく，最後に『南へ
誘導』の順に対空席の業務負荷が大きくなったといえる．また，最も業務負荷の少な
かった『西へ誘導，好きな時期に調整』の場合は前述のように，調整を行わない場合
と同義となることが分かった． 
 
 結果まとめ 
『対空席の業務負荷』 
西へ誘導，好きな時期に調整 
＜ 西へ誘導，離陸後すぐの調整 西へ誘導，業務移管直前の調整 ＜ 南へ誘導 
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第5章 調整席訓練に有用なガイドラインの提案 
 
 第 4 章では，調整席訓練のガイドライン作成のため，前章のインタビュー調査で得
られた調整内容・時期で場面ごとに何パターンかに分け COMPASi 上にシナリオを設
定し，被験者 4 名が対空席として処理を行った結果の可視化グラフと管制処理プロセ
スを比較し，調整内容・時期の差が対空席の業務負荷にどのように影響するかを検証
した．その結果，調整席があらかじめ行う調整の内容とその時期によって，航空機入
域後の対空席の業務負荷に明らかに差が出ることが分かった．さらには，その調整を
行う又は行わない，行うならばその内容と時期により将来的に自セクター内で生じる
干渉関係とその変化を調整席が入域までにどの程度まで的確に，どこまで先を予測で
きるかが調整席のスキルとして大きなポイントとなることが分かった．したがって，
調整席のプランニング方法，処理戦略の立て方，交通流の作り方に関するガイドライ
ンもこのポイントに焦点を当てた STEP にするべきであろう． 
本章ではこの結果に基づき，訓練生が調整席訓練を行う際，プランニング方法や処
理戦術の考え方，将来の交通状況の予測等の訓練に関してどのようなポイントを指針
にして進めていけばよいのか，そのガイドラインの提案を行う． 
また，提案したガイドラインの STEP 分けの妥当性を検証するため，前章の実験結
果とガイドラインとを照合する． 
 
5.1. ガイドラインの概要 
調整席のプランニング方法，処理戦略の立て方，交通流の作り方に関して，将来的に
自セクター内で生じる干渉関係とその変化を，入域までにどの程度まで的確に，どこま
で先を予測できるかが調整席のスキルとしてポイントになると考える．このポイントを
もとに STEP を設定し，6STEP からなるガイドラインを提案する．図 55 では，ガイ
ドラインのイメージ図を示す．この図に表すように，各 STEP は各々独立するものでは
ない．ある STEP 単独で行うものではなく，それ以下の STEP もすべて包括して行う
ことが出来て初めて，当該 STEP が達成できたものと考える（例えば，STEP3 達成と
は，その下の STEP2 と 1 両方とも達成出来ている状態を言う）． 
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図 55 ガイドラインのイメージ図 
 
 
 各 STEP で達成すべき内容については以下である． 
 
【STEP 1】 
 干渉関係になる可能性のある関連機を発見し，危険回避のために垂直間隔を設定す
る措置が行える 
【STEP 2】 
 STEP1 の干渉関係に対し，その解消のため経路を分ける又は針路を変えるというプ
ランニングが出来る 
【STEP 3】 
 STEP2 を行うことで新たに生じる，干渉関係になる可能性のある関連機を発見し，
その解消のためのプランニングが出来る 
【STEP 4】 
 針路を変える航空機にとってもメリットのある効率的なプランニングが出来る 
【STEP 5】 
 セクター内全体のトラフィックの流れを意識したプランニングが出来る 
【STEP 6】 
  セクター内だけでなく，隣接セクターとの関係も考慮したトラフィックの流れを意
識したプランニングが出来る 
 
STEP 6
STEP 5
STEP 4
STEP 3
STEP 2
STEP 1
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STEP1 が最も初期のトラフィック処理の考え方である．これは，調整席対空席問わ
ず，基本的な管制間隔確保のための考え方である，干渉関係になり得る航空機同士は
どちらかの高度を変更する，又は上昇中・降下中の航空機については途中で高度を止
める，という管制処理である．次の STEP として，STEP1 で発見した干渉関係の解
消に対して，高度による管制間隔設定を行うことから一歩進み，それらの航空機の経
路又は針路を変えるという横間隔の管制間隔設定を行うプランニングが出来る段階を
STEP2 とした．この STEP でのプランニングにおいて，もし新たに干渉関係になる
可能性のある関連機があればそれを発見し，その解消方法をプランニングに加え直す
ことが出来る段階を STEP3 とした．この解消方法を考えるにあたって，針路を変更
する航空機にとってもメリットのある現実的な方法をプランニングすることが出来る
段階として，STEP3 の上に STEP4 を設定した．これより先の STEP5,6 は終期段階
にあたると考える．STEP5 は，セクターの特性やセクター内を飛行する航空機の経路
の傾向を把握したうえで，通常の経路から針路を変更する航空機についてもある程度
の秩序を作るようなトラフィックの流れを意識してプランニングを行うことが出来る
段階とした．その延長として，最終的には自セクターだけでなく，隣接するセクター
との流れも考慮し，セクターの枠を超えた全体的なトラフィックの流れを意識したプ
ランニングが出来ることを，STEP6 として最終 STEP に位置づけた． 
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5.2. ガイドラインの評価 
 本項では，前章で行った 2 つの設定場面におけるシミュレーション実験の分析結果を
用いて，前項で提案したガイドラインの STEP 分けの妥当性を示す． 
 
(1) 設定場面 1 
  
表 8 パターン分けした調整内容・時期とステップとの対応表 
STEP パターン（調整内容，時期） 
6 ― 
5 ― 
4 パターン 1（東へ誘導，離陸後すぐの調整） 
3 パターン 2（西へ誘導，離陸後すぐの調整） 
2 パターン 3（西へ誘導，業務移管直前の調整） 
1 パターン 4（調整なし） 
 
 まず，パターン 4 の調整を何も行わない場合，成田出発機の経路･針路を変えず羽田
到着機との垂直間隔を設定する措置のみなので，ガイドラインの STEP1 にあたると
考えられる．これは，調整席の訓練初期の段階で最低限持っていなければならない考
え方，プランニングであるといえる． 
前章の結果，次に対空席の業務負荷が高くなったパターン 3（西へ誘導，業務移管
直前の調整）を行う場合は，自セクター入域前にあらかじめ成田出発機の針路を西へ
変更してもらう調整を行っている点で，STEP1 よりも干渉関係になる関連の予測とそ
れに対する対処法を考えることが出来ているといえる．しかし，調整の時期が遅くな
れば羽田到着機と対面になるのを避けきれないことを予測することが出来ていないた
め，新たに生じる関連機に対する対処が出来ていないという課題が残っている． 
その課題をクリアした調整を行えているのが STEP3 にあたるパターン 2（西へ誘
導，離陸後すぐの調整）を行う場合である．羽田到着機との経路交差を確実に回避す
るため，成田出発機の針路を変更するタイムリミットをあらかじめ予測した上で早め
の調整を行っている．これにより，STEP2 と異なり，西へ針路を変更した際に生じる
新たな関連機への対処がなされていると考えられる． 
最後に，前章で最も対空席の業務負荷が低くなった調整であると判明した，パター
ン 1（東へ誘導，離陸後すぐの調整）を行う場合，成田出発機にとっては西への針路
変更を指示されるより東への針路変更を指示される方が遠回りにならず，効率的な航
空機の運航につながるといえる．この選択は決して航空機側だけにメリットをもたら
すものではない．各航空機に対し余計なベクターを避けることは，対空席にとっても
対空席の業務負荷
低減に対する効果 
高 
低
い 
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自セクター内の管制下機数を増やさない，航空機との通信を増やさない等のメリット
がある．ここまでのことを出発機の自セクターへの業務移管までに予測し，プランニ
ングした上で調整を行うことが出来れば，このようなシチュエーションに対処する調
整席の業務としては終期段階にいると考えてよいといえるだろう． 
 ちなみに，本場面で調整対象とした成田出発機は，このセクター内でそれほど頻繁
に登場するトラフィックではないため，STEP5,6 に該当する調整内容・時期はないと
考える．このように，本ガイドラインを様々なシチュエーションに適用する際，シチ
ュエーションによって達成すべき最終ステップは異なり，STEP の数も変化すること
になる． 
 
 
(2) 設定場面 2 
 
表 9 パターン分けした調整内容・時期とステップとの対応表 
STEP パターン（調整内容，時期） 
6 ― 
5 ★成田到着機群の SWAMP 直行の調整 
4 ― 
3 パターン 3(西へ誘導，好きな時期に調整＝調整なし) 
2 パターン 1(西へ誘導，離陸後すぐの調整)， 
パターン 2(西へ誘導，業務移管直前の調整） 
パターン 4(南へ誘導) 
1 ― 
 
 仙台出発機を経路通りに飛行させると GOC で羽田・成田到着機群と収束してしま
う．まず，前章で最も対空席の業務負荷が高いと判明したパターン 4（南へ誘導）の
調整を行う場合，この経路収束を避けるための対処を行うことは出来ている．しか
し，到着機群との干渉関係を解消した後，仙台出発機を西へ振り戻した時に新たに関
連機となる羽田出発機との干渉関係までを予測することが出来ていない．そのため，
STEP3 までは未だ到達していないという判断になる． 
次に，パターン 1 とパターン 2 の西へ誘導する調整を行う場合，前章の結果では調
整の時期にかかわらず羽田・成田到着機群との経路収束は避けられたが，両者とも仙
台到着機との経路対面を避けられなかった．そのため，パターン 4 同様に STEP3 ま
では到達できていないと判断される．ここで，針路を変えることで新たに生じる関連
機の予測を立てることが出来たとして，もし調整を行う前に南へ誘導するべきか西へ
誘導するべきかを判断するのであれば，新たに生じる関連機との干渉関係を処理する
高 
低
い 
対空席の業務負荷
低減に対する効果 
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際の対空席の業務負荷を予測する必要がある．前章で南へ誘導した場合の方が対空席
の業務負荷が大きかったことからも分かるように，西へ誘導する選択をした方が，対
空席は仙台出発機と仙台到着機両者の高度を止めて擦過を待つだけでよく，1 対 1 の
干渉関係を処理するだけで済む．南へ誘導した場合に新たに生じる関連機である羽田
出発機は，どのタイミングで離陸してくるかレーダー画面に出現するまで認知するこ
とが出来ないので，対空席が高度処理の予測をしつつ処理することは困難である．よ
って，同じ STEP2 でもパターン 4 よりパターン 1,2 の方が対空席の業務負荷低減に
有効な調整であるといえる． 
また，前章の実験から最も対空席の業務負荷を低減させると判明した，パターン 3（西
へ誘導，好きな時期に調整，すなわち調整なし）の場合について考える．ただしこれは，
仙台出発機を南へ誘導するとどうなるか，西へ誘導するとどうなるか，さらには，それ
らの調整を行う時期を考える，といった予測プロセスを経た『調整を行わない』という
判断であり，取り得る調整内容とその結果を予測することなくただ調整を行わなかった
場合とは区別して考える．この場合，隣のセクターにいる時点から仙台出発機を動かす
という調整をあえて行わず，自セクター入域後の方が対空席が処理しやすいと判断した，
といえる．これは，STEP2 とした隣のセクター時点からの西への誘導，南への誘導が
羽田・成田到着機群と経路を分けるのには有効だが，後に仙台到着機との経路対面と羽
田出発機との経路交差を避けられないという予測を行ったうえでの判断である．この場
合，調整席は仙台出発機に関して一見なんの調整も行わず自セクターへ入域させてくる
ように思えるが，このような予測があらかじめ立てられていれば，当該機のセクター入
域後に仙台到着機の南側に平行に仙台出発機を飛ばすような針路を与えると良いので
は，という提案を調整席として対空席に行うことが可能であるといえる．以上の理由か
らパターン 3 を STEP3 と位置づけた． 
最後に，STEP5 として，シミュレーション実験では調査対象が仙台出発機であった
ため採用しなかったが，3.2.1 で述べた現場での観察の際に行われていた『成田到着機
群の SWAMP 直行の調整』を位置づけた．現場で当該セクターの観察を行った際に
は，隣のセクターが北東から飛行してくる成田到着機はすべて SWAMP という東京ア
プローチとの業務移管点であるポイントに直行させ業務移管を行う，という一括調整
が行われていた．この調整の効果について考察する．まず，この調整が行われなかっ
た場合（シミュレーション実験ではすべてのパターンでこの調整が行われていない条
件であった），隣のセクターから業務移管を受ける羽田到着機と成田到着機の経路の流
れは図 56 のようになる．青矢印が羽田到着機の流れ，赤矢印が成田到着機の流れを示
している．この図のように，両到着機とも GOC を通過後，羽田到着機は TLE へ，成
田到着機は SWAMP へ向かうので，主にスペーシングを行うエリアである GOC 手前
で両者が混在し，対空席のスペーシングをより煩雑にしているといえる． 
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図 56 成田到着機の SWAMP 直行調整なしの場合 
 
 
図 57 成田出発機の SWAMP 直行調整ありの場合 
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 それに対し，成田到着機を隣のセクターから SWAMP に直行させる調整を行った場
合，羽田到着機と成田到着機の流れは図 57 のようになる(青矢印が羽田到着機，赤矢印
が成田到着機の流れ)．羽田到着機の流れは変わらないが，成田到着機を隣のセクター
の時点から SWAMP に直行させることによって，成田到着機の流れが調整なしに比べ
全体的に東側に移動していることが分かる．これにより，両到着機の業務移管時にはお
互いの経路が 2 本に分かれた状態になり混在が解消され，対空席がスペーシングを行い
やすい状況になっているといえる．また，この調整は早ければ早いほどその効果を発揮
すると考えられる．もし隣のセクターではなく自セクターに入域後に SWAMP への直
行指示を行ったとしても，成田到着機の流れを東へ移動させることは難しい．この調整
は，あらかじめ調整席が隣のセクターに直行指示を依頼するからこそ対空席の業務負荷
低減に効果的であるといえる．この調整により羽田到着機との GOC への経路収束を避
けることができ，西側の羽田出発機の流れにも影響を与えず，なおかつ成田到着機にと
っても経路短縮というメリットのある効率的な処理方法となる．さらには，このように
経路が収束する到着機を分離して経路を分ける工夫をすることによって，自セクター入
域前から既に自セクターのトラフィックの流れを大まかに作っているといえる．これは
入域後の対空席にとって見やすい状況を作り，処理をスムーズに行うためのお膳立てを
行えている状態であると考えられる．よって，この調整を STEP5 と判断した． 
 
5.3. ガイドラインの活用方法 
本ガイドラインの活用方法について提案する．このガイドラインは訓練生に対して見
せるだけのマニュアルのようなものではなく，訓練生を教える側の訓練監督者が訓練の
中で活用することが効果的であると考える．OJT 中に訓練生が行った調整に対して，
訓練監督者が講評をする際に活用できると考える．その調整がガイドラインのどの
STEP の内容なのかを説明し，訓練生に現段階での習熟度を知らせ，さらに上の STEP
に進むために，次は何に着目した調整を心がければよいかを教えることが出来るように
なる．これまでは，訓練生が行った調整に対する講評として，「もっとこういう調整を
する方が良い」と，自分が行った調整とは異なる方法を訓練監督者から教えられても，
その「良い」とされる調整による効果と自分の調整による効果との違いがどこにあるの
か，相対的に明確には分かりづらかった．訓練監督者ごとに教える内容が異なっている
ことは，これをさらに助長するものであるといえる．これまで，訓練監督者自身が体得
した調整席業務のスキルを訓練生に口頭伝承するという教え方をメインに行ってきた
調整席の訓練だが，COMPASi による可視化にも根拠を持たせて示した本ガイドライン
によって，訓練監督者がある一定の基準を共通認識として持つことができ，彼らが培っ
てきたスキルをより理論的に訓練生に対して示すことが可能になると考える． 
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第6章 結論 
  
 本研究では，これまで訓練監督者からの口頭による技術伝承で行われてきた調整席の
プランニング方法，処理戦略の立て方，交通流の作り方等についての考え方に関する訓
練のさらなる体系化・効率化に資することを目的として，これらの調整席訓練に有用な
ある基準をガイドラインとして定め，訓練生を教える際の指針の 1 つとすることを提案
した．このガイドライン作成のため，調整席の行う調整の内容とその時期に着目し，あ
らかじめ調整席が行う調整内容と時期によって対空席の業務負荷にどのような影響を
与えるか，その比較を行った． 
 具体的には，第 3 章では先行研究で実録された東京航空交通管制部でのデータを分析
し，3 つの場面を設定した．各場面においてどのような調整を行うか，いつ行うか、理
由など航空管制官 13 名に対してインタビュー調査を行った．その結果，挙げられた調
整内容や時期の種類は 2,3 種類で人によってそれほど異なる結果にはならなかった．理
由についても，どの航空機に着目して処理結果を予測するか，着目点はそれほど多岐に
わたるものではないことが分かった． 
 第 3 章のインタビュー調査結果をもとに，第 4 章では電子航法研究所が開発・所有す
る管制処理プロセス可視化ツール COMPASi を用いて各場面のシナリオを設定し，イ
ンタビューで挙げられた調整内容と時期のパターン分けを行い，それぞれのパターンの
調整が行われた設定で各々シナリオを作成した．それを用いて，対空席の隣で業務を行
う調整席がどのような調整をいつ行い，あらかじめのお膳立てをするかによって，対空
席の業務負荷にどのように影響を与えるのかを検証した．COMPASi 上に設定したパタ
ーンごとのシナリオを航空管制官 4 名に対空席として管制処理をするシミュレーショ
ン実験を行ってもらい，調整内容と時期のパターンによって対空席の業務負荷にどのよ
うに差が出るかを検証した．COMPASi による可視化グラフ結果と観察された管制処理
プロセスの考察から，同じ調整内容でも調整を行う時期によってその効果に差が出るこ
と，同じ航空機の針路を変更する調整を行うにしても，その針路の判断の違いによって
対空席の業務負荷が変わることを明示的に示した．このような調整席のトラフィック入
域前の状況予測と処理方法の選択は，その調整を行うこと又は行わないこと，行うなら
ばその内容と時期によって将来的に自セクター内で生じる干渉関係とその変化を入域
までにどこまで的確に予測できるかが，大きなポイントであると考えられる．予測する
にあたり，どこまで先を読めるかという点も重要なポイントであるといえる．したがっ
て，調整席のプランニング方法，処理戦略の立て方，交通流の作り方に関するガイドラ
インも，このポイントに焦点を当てた STEP 構成にする必要があることが確認された． 
第 5 章では，第 4 章のシミュレーション実験の結果分析に基づき，このポイントを
ふまえガイドラインの提案を行った．このポイントもクリアした上で更には，調整席の
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業務が，対空席が管制処理をしやすいようにあらかじめお膳立てを行う業務であるとい
う性質上，航空機が自セクターに入域する前に調整によって大まかなトラフィックの流
れを作ることが出来ると，航空機入域後の対空席の管制処理もさらに楽になると考えら
れる．よって，そのような調整業務を行えることを STEP の終盤に位置づけた．さら
に，提案するガイドラインとシミュレーション実験で用いた設定場面の比較・検証およ
びガイドラインの活用方法に関する検討を通じて，その基本的妥当性・有効性を確認し
た． 
今後の課題として，今回は実際に運用されていたセクターに基づいた場面をいくつか
抽出し，それらを代表としてガイドラインを作成したが，他の様々な場面においても本
ガイドラインを適用させられるかについて各現場でさらに実証していく必要がある．ま
た，本ガイドラインを訓練監督者に実際の訓練の場で使用してもらいその効果を検証し，
使う側の訓練監督者と訓練を受ける訓練生両方の意見を聞き，ガイドラインの改良を進
めていく必要があるといえる． 
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